
第5章 人口減少社会における社会資本整備の方向性

5.1 本章の 目的、背景および構成

本章では今後の社会資本整備の方 向性 についての考察を行 う。これ までのところで、第2章 に

おいては、1980年 代初頭を戦後 の社会資本整備における転換点 とし、社会資本整備の特性が、自

己増殖的な企業行動 によって生 じた経済的社会的問題への事後的対応 といういわば需要追随型か

ら、高度経済成長 の終焉、人 口高齢化の発生 という状況変化に対 して、成長の維持、生活環境の

向上といういわば社会的価値創出型へと変化 したことを論述 した。そ して第3章 および第4章 に

おいては、マクロ経済および地域経済の視点か ら、人口の減少高齢化 による社会資本整備の前提

条件の変化についての考察を行 った。

そ こで明 らかにされた今後の社会資本整備における前提条件は、

1.社 会資本整備への資源配分 は、国民所得最大化の観点か ら大き く抑制されざるを得ないこと

2.社 会資本設備の持つ景気拡大機能は基本的に無力化 し、む しろ過大な社会資本整備が民間設

備投資 をクラウ ドアウ トする危険性が 日本経済に内包されること

3.設 備投資の縮小による産業構造の変化が社会資本に対する需要を変化 させること、

4.財 政が持続可能であるためには、狭義の行政サービス支出についての基本的な方向転換が必

要であること

5.年 金制度が崩壊 し、社会 は新たな高齢者対策を迫 られること

6.少 子化 と、地域間の高齢化速度の相違によって、人 口と産業は分散傾向に向かうこと

7.生 産 力の相対的な低下によって、財政収支は大都市ほど悪化すること

8.中 位年齢の上昇幅の相違か ら、人々の社会資本に対す る選好の変化 については、地域的にか

な り異なった ものになること

であった。

人口減少下の社会資本整備 につ いての研究 は緒 についたばか りであ り研究成果は少ないが、丹

保等[2002]は 、新たな国土利用、代替労働力創出のための環境整備が今後の社会資本整備にお

ける課題である こと、および新たな合意形成 システムの形成が必要である ことを指摘 し、森地

[2003]は 、都市機能の変化 という潮流のなかで少子高齢化問題 を捉 え、都市の圏域構造 の再編

成にお ける生活 圏域 の再編 の視点の重要性 を指摘 している。 また行 政資料 として国土交通 白書

[2003]、OECD対 日都市政策勧告[2001]等 があ り、OECDは 高齢者のためのインフラ整備 に

加えて、都市 コミュニテ ィー形成の必要性 を勧告 している。

本章においては、上記の前提条件の変化 によって、社会資本整備の特性は再び変化せ ざるを得

ないという認識に立ち、今後の社会資本整備は如何なる方向に向かうのか、あるいは向か うべき



なのか、そ してその移行に当っては如何なる環境整備が必要 とされ るのかについての考察 を行 う

こととし、まず5.2で は、社会資本整備への資源配分の許容量が大きく縮小す るなかで、社会

資本整備の価値基準は総効用の最大化 に置かれるべきことを論述 し、そのなかで社会資本の生産

力効果 をどう考えるべきかについて、バ ッ トン ・ジフォー ド ・ピーターセン[2001]の 論点 をも

とに考察を行 う。加えて総効用の最大化 における財政効用の最大化の重要性について論述 し、併

せてマクロ経済運営における社会資本整備の位置付けについて考察することとし、それ らを通 じ

て、マクロ経済のフ レームワー クに立脚 した社会資本整備の方向性を明 らか にする。

5.3で は、第4章 で予測 した新たな地域経済構造へのプロセスとしての地方地域経済の 自立

の方策およびその基盤 としての社会資本整備の方向性 について考察す る。論点は地方広域経済圏

の形成及び農業を一つの軸 とする重層的な地方経済構造の形成であ り、その結果、あるいはその

ためには、大都市圏か ら生み出される富の均霑 を理念 としたこれ までの社会資本整備の方向性は

大き く転換せざるを得ないことを論述す る。

5.4で は、人口の減少高齢化 による経済の縮小 と終身雇用 ・年功賃金制の崩壊が、社会的価

値 と人々の帰属行動 を変化 させ、それが社会資本 に対する需要構造 を変化 させること明 らかにし

た上で、その変化の態様 は地域によって異なること、社会資本の分野別 には、特に住宅対策 に対

する需要が大きく変化す ることを論述する。

5.5で は、人口の高齢化が、都市の生み出す付加価値 と都市が都市であるためのコス トとの

関係、つま りは都市の収支を悪化 させ るとの認識 に立ち、今後の都市整備 に方向について考察す

る。

以上を通じて、人 口の減少高齢化 によって変化する前提条件のもとでの、社会資本整備の方向

性を探ることとする。



5.2 社会資本整備への資源配分の最適性

5.2.1 総 効 用の 最大 化

国民所得の最大化 は消費効用の最大化の必要条件で あり、既定の課税比率の下で は財政支出も

最大 となることか ら、財政効用 も最大化する。 しかし国民所得が最大化するとき、消費効用 と財

政効用の合計である 「総効用」(40)も最大化するとは必ず しも言えない。1単 位の財政支出の追加

が家計にもた らす財政効用が、増税 による消費支 出の減少によって失われる消費効用よ りも小さ

い場合には、同一の国民所得水準で あっても、財政支出の拡大 によって総効用 は減少する。また

公共投資の追加によって生産資本ス トックの形成が阻害され、国民所得水準が低下する場合であっ

ても、当該公共投資の家計にもた らす効用が、増税 と国民所得の縮小による消費効用の減少分を

上回る場合には、国民所得の縮小にもかかわ らず、 総効用 は増加する。

その場合、社会資本整備への資源配分の最適性の基準を、国民所得の最大化 と総効用の最大化

のいずれに置 くかであるが、本論文では総効用の最大化 に置 く。それは、社会にとって望 ましい

資源配分の基準は家計の選好のみか ら導かれるという近代経済学における基本的な仮定に基づく。

この仮定についてであるが、社会にとっての資源配分の最適性が価格メカニズムによって達成さ

れるとす ることについては異論は少ないと思われる。そ うであれば、この仮定は妥当性を持つ。価

格メカニズム にお ける価値の基準は家計の選好にあ り、家計の選好が市場価格 を決定 し、その価

格 によって資源配分が行われるか らである。

そ して、この仮定 の下では、生産物の価値は、全て、その生産物が家計にもた らす効用に換算

されて評価 され る。つま り、生産主体たる企業は、最終的 に家計の欲求をよ り良く満たす限 りに

おいて社会的に存在 を許 される経済主体にすぎないのであって、企業が受 け取 る効用は、それが

家計に移転 された時点で初めて社会的な効用 と認知され、総効用に算入される。

人口減少下の社会資本整備 においては、この総効用の最大化 こそがその 目的 とされるべきであ

る。第3章 で行った推計によれば、 日本にとっての利用可能な一人当りの資源たる一人当 り国民

所得 は増加 しないのであるから、その資源の下での最大の総効用 を実現させることこそが、財政

の存在意義 となるか らである。

ただ し、国民所得の最大化ではなく、総効用の最大化が社会的 目的 とされる場合 には、た とえ

総効用の最大化によって企業活動が縮小した として も、つま り企業の売上高が減少 したとしても、

40.井 堀 ・黒坂[1987]で は、財政支出は政府 による代替消費であるとして、消費効用 と財政効用の合

計を 「有効消費水準」と呼ぶ。ただ しそ こではクラウ ドアウ トによる消費効用の縮小効果が明示的に区

分されていない。人口減少経済においては、クラウ ドアウ トの危険性が飛躍的 に高 まることか ら、財政

支出の効用は、それ 自身が もた らす効用とそれによる国民所得の増減を通ずる消費効用の増減に区分 し

て把握する必要があ り、 ここではその点を明確 にするために、「総効用」と呼ぶ こととする。



社会的にはそれが望 ましい状態 とされ る。その社会的 目的の下では、企業はそれ自身の効用を主

張する権利 を持たないか らである。したがって前出の経済学の基本的な仮定には、「経済は誰のた

めに存在するのか」 という経済に対す る明確な価値観が含まれている。

しかし、社会資本整備の目的を総効用の最大化 に置 く場合には、社会資本整備への最適な資源

配分量 を予めマ クロ的に決定す ることは出来ない。総効用最大化の要件の一つは、社会資本整備

のもたらす効用が、それに要す る課税によって失われる消費効用を上回るところにあるが、社会

資本の効用の大きさは個 々の社会資本毎に異な り、その大きさに対す る評価 も家計によ り異なる。

加えてその効用の及ぶ範囲つま りは効用 を受け取る家計の数も個 々の社会資本毎に異なる。

また消費について限界効用の逓減 を前提 とすれば、家計が課税 によって失なう効用は、所得分

配構造及び税の累進構造の態様によって異なる。高所得者 と低所得者では、課税によって同額の

消費が減少 した場合で も、低所得者の方がマイナスの効用は大きくなる。一方、累進度の高い税

制の下では、高所得者の方が消費の減少額は大き くなる。そ うした要素を全て考慮 して、マクロ

的に総効用が最大 となる社会資本整備量を算出することは不可能 に近 い。

したがって社会資本整備への資源配分が総効用最大化の観点か ら適切であるかどうかについて

は、経済学の基本的な仮定の下では、個々の家計の判断を社会的に集約す るほかはない。かつそ

の判断は、各社会資本毎 に1人1票 の単純平均 をもって集約 され る必要が ある。各社会資本毎 と

するのは効用の大きさが個々の社会資本毎 に異なるか らであるが、1人1票 とす るのは、社会資

本の効用は、その非競争性によって全ての家計に均等にもた らされ、同時に全ての家計は同単位

の効用を受け取 らざるを得ないか らである。これ に対 して市場における判断は1人1票 の単純平

均ではな く、購買力によって加重 された平均値である。それが経済学の基本的な仮定 との間で矛

盾を生 じないのは、市場 にあっては家計はそ こに参加 しない自由を持つか らである。

そ して1人1票 の単純平均 とは即ち議会である。議会の現状につ いては、必ず しも国民の意思

が反映されていないという指摘 もあるが、現行の意思決定制度つま り民主主義の下では、議会以

外には社会の構成員の意思を集約する制度は基本的 には存在 しないのであるか ら、資源配分が社

会的に適切であるか否かの判断は議会 に委ねるほかはない。その場合、多 くの社会資本では、そ

の効用の及ぶ地理的範囲が限定的であることか らすれば、その議会の判断は、国ではなく地域に

おいて行われるべきである。加えて課税 も地域において行われる必要がある。社会資本整備のも

た らす効用 を正確に認識 し得るのは、その社会資本 の効用が及ぶ範囲の国民であり、かつ課税に

よるマイナスの効用が対応付け られて こそ、総効用の大きさを正確に判断 し得るか らである。

社会資本への資源配分の最適性についての判断 を地域の議会 に委ねることとした場合、次の二

つの問題が生ずる。そ してそれは国民の選択 にかかる問題でもある。

一つは、各地域の議会の判断を単純に集約 した場合には、日本全体 としての総効用が最大化す



るとは限 らないという問題である。日本全体 としての総効用を最大化するためには、資源がマ ク

ロ的にも社会資本整備 と企業設備投資 とに最適に配分されなければな らない。特 に人口減少経済

にあっては、過大な社会資本整備量 は、翌期以降の消費効用を確実 に縮小 させる。したがって、各

地域 の議会の意思 を重視 しつつ も、中央政府によって社会資本整備量の適切な管理を行 うとい う

のが、 この問題に対する対応の一つである。いま一つの対応 としては、 日本全体 としての総効用

が どうで あれ、各地域 においては、少な くとも今期 の総効用が最大化 されているのだか ら、それ

をもって 日本全体 として も望ま しい資源配分であるとみなす ことが考え られ る。

この二つの対応 は、財 政学において繰 り返 し議論 されてきた歴史 的な課題でもあ り、前者の対

応は、個人的価値を超越 した社会的価値(41)の 存在 を認め、その社会的価値の最大化に財政の存

在意義 を求めるワグナー等の ドイツ財政学の系統 に属する。つま り政府 は個 人にとって最善な も

のを個人よりもよ く知っているという家父長的な恩情主義(paternalism)が 根底にあり、過大な

社会資本整備 による全体 としての消費効用の低下 を問題とするのも、基本的には恩情主義的な方

法論である。 これ に対 して後者は消費者主権が公共支出の決定において も成立す るとする、アダ

ム ・スミス以来、ヴィクセル、マッツォーラ、リンダールと続 く個人主義的方法論 に属す る。(42)

したが って、総効用の最大化 をもって社会資本整備への資源配分の基準 とすべきであるとして

も、それをどの地理的範囲において適用するのか、つま り日本全体でみるべきか、個々の地域毎

でみるべきかについて は、上記の二つの方法論があることに加え、個人が社会 というものをどの

程度の地理的範囲にお いて認識 しているか ということにも関わる問題であ り、理論 をもって一義

的には決定 し得ない。

いま一つの問題は、効用か ら税負担によるマイナスの効用を控除 した社会資本のいわば 「純効

用」は、それが同種類、同程度の施設で あって も、地域によって異なるという問題である。社会

資本の効用は全ての家計 に均等にもた らされ るから、人口密度の高い地域ほど当該社会資本の効

用は大き くなる。一方、人口密度の高い地域 とは基本的に大都市圏であ り、所得水準が高 いこと

か ら、同額の税負担に対するマイナスの効用は相対的に小 さい。つま り大都市圏ほど社会資本の

純効用は大きい ことになる。

したが って、社会資本整備 による日本全体 としての効用を最大化 しようとする場合 には、大都

市圏に大きく傾斜 した地域別配分 とな らざるを得ない。そして ここで も、その問題に対す る対応

として、恩情主義的方法論と個 人主義的方法論があ り得る。ただ し、この場合は、大都市圏の所

得水準の高さは地方地域の存在 の上に成立 しているという点が異なる。 したがってその点 を重視

する場合には、恩情主義的方法論 に立ち、補助金等 による財政調整が必要 となる。ただし、その

財源をもっていかなる社会資本 を整備するか となると、や はり二つの方法論があり、個人主義的

41.本 論文では、「社会的価値」(例 えばp.24)を 、個人にとっての価値物であるが、それは社会によっ

て生み出される種類の価値であるという意味 において用いてお り、ここでの用法とは異なる。

42.財 政学の系譜については、スティグ リッツ[1989]、 貝塚[1988]を 参照。



方法論の観点か らは、各々の地域の判断に委ね られるべきであるということになる。つまり条件

付き補助金ではなく、無条件補助金である。もちろん日本全体 としての財政効率 を重視する立場

もあ り得 る。いずれの方法論をとるべきかについては、これもまた国民の選択 に委ねるほかはな

い。なお、 これまでの社会資本整備 においては、いずれ も恩情主義的方法論に傾斜 した地域別配

分が行われてきている。

5.2.2 社会 資本 の生 産 力効果

総効用の最大化においては、社会資本整備による生産性の向上を通 じた国民所得の拡大効果 を

どう考 えるか という問題がある。いわゆる社会資本の生産力効果であるが、この点 についてはアッ

シャー[1989]が 社会資本の増加率 と全要素生産性上昇率 との間に強 い正の相関がみ られること

を指摘 して以来、 日本においても、第2章(p.5)で 列記 したよ うに、主 として地域別配分にか

かる効率性の観点か ら数多 くの研究がなされている。これに加えて近年、バ ッ トン ・ジフォー ド・

ピーターセン[2001]が 社会資本の分野別にみた生産 力効果の相違 を指摘 し、その観点か ら村田・

森澤[2003]が 日本の社会資本整備についての実証研究を行っている。

バ ットン等は、アメリカと日本の公共事業の投資パター ンの違 いを取 り上げ、アメリカでは過

去20年 間、公共事業政策の改革に取 り組み、道路、港湾、空港、公共交通の交通関連インフラに

投資を集中した結果、かつてないほどの経済発展をみたが、 日本 においては住宅、農林水産関連

の公共事業が多 く、(43)経済効率の高い分野への重点配分 という考え方がみ られないことが、経済

が 「瀕死の状態」に陥って いることの一因であると指摘 している。そ してそ うした配分構造の要

因として、社会資本整備を社会問題 に対する政策手段の一つと考 える 「哲学」、公共事業における

地方政府のシェアの大きさとそれに対す る国の手厚 い支援、ケイ ンズ的景気刺激政策の結果とし

て投資先の選択基準が曖昧 になって いること等を挙 げている。

村田 ・森澤は、分野別社会資本の生産力効果につ いて、全要素生産性、コブ ・ダグラス型生産

函数及び社会資本 と民間資本が補完的であると仮定 した場合の生産函数の推計 を行い、いずれに

おいて も生産力効果が認められる分野は道路、港湾、空港、運輸通信のみであり、その他の分野

においては生産力に対する効果が有意でないとして、バ ッ トン等の主張 を裏付 けている。

バ ッ トン等の論文は実証研究ではなく政策評価ではあるが、人口減少社会 における社会資本の

生産力効果を考える上で、必要な二つの論点を含んでいる。一つは生産力効果 と経済成長の関係

であ り、いま一つは生産力効果が社会資本への資源配分の最適性において、いかなる地位を占め

るのか という点である。

43.ア メリカにおける交通関連インフラ整備の比率は79.3%(連 邦予算1998～2001年 の平均)で ある

のに対 し、日本では住宅、農林水産関連25.2%、 交通インフラ関連33.7%(2001年 国一般会計当初

予算)で あるとしている。



第1の 経済成長 との関係について、バ ッ トン等は交通イ ンフラへの重点投資が経済成長率を向

上させ るとするが、人 口減少による労働力制約の下では、社会資本の生産力効果によって経済成

長率を持続的に引き上げる ことはできない。加確かに交通イ ンフラの整備によって民間生産活動の

効率性が向上 し、資本および労働の生産性が向上する とい う効果は認め られる。 しか し経済成長

率が持続的に向上するためには、投資が投資を呼ぶ という投資誘発過程が存在 しなければな らな

い。そ うでなければ、交通インフラの整備は、その効果の及ぶ生産過程の効率性を引き上げ、そ

れ に見合 う設備投資 を追加させるだけの一過性 の効果 を持つに とどまる。

しか し労働力制約の下では、投資誘発過程は早期に中断せざるを得ない。新たな設備投資に要

する労働力が得 られないか らであ り、交通インフラの整備によって、経済成長率は乗数効果の及

ぶ一定期間は上昇するものの、その後は元の趨勢線 に回帰する。

仮 に全国の交通イ ンフラを次々 と継続的に改良する ことによって生産力効果 を持続的に発生さ

せた としても、その場合は民間設備投資のクラウ ドアウ トの危険性が一層高まる。日本において

交通インフラ関係の公共事業のシェアがアメ リカに比べて低 いということは、国民の生活基盤社

会資本に対する選好がそれだけ強いということで あるから、交通インフラ整備の拡大は公共投資

全体の拡大に繋がる可能性が高い とみなければな らず、クラウ ドアウ トが発生すれ ば、経済成長

率は逆 に低下す ることになる。

加えて吉野 ・中島[1999]に よれば、道路 ・港湾 ・漁港 ・空港のシェアが52.9%(44)と 最も高

か った1960年 代後半においても社会資本の限界生産力は0.817で あり、労働力制約がない場合で

あっても、マクロ的にみた交通イ ンフラの整備 による効果は、バ ットン等の主張 ほどには大きく

ないとみなければな らない。(45)

以上か ら、人口減少下の経済においては、社会資本の生産 力効果に多 くを期待することは適切

ではないと考える。現在のアメリカにおける生産年齢人 口の増加率は1.1%と 、(46)日本の1970年

前後の増加率であ り、それが高い経済成長率の主要な要素の一つ となっているのだか ら、バ ッ ト

ン等の主張については、そ うした環境条件の相違を考慮する必要がある。

第2の 生産力効果つまり国民所得の拡大と資源配分の最適性 との関係 についてであるが、5.2.1

で指摘 したように国民所得 の最大化 は必ず しも総効用の最大化 を意味 しない。経済効率の高 い分

野への重点投資によって消費効用が増加 したとして も、それ によって減少 した社会資本が持 って

いた効用、つ まり得べか りし効用が消費効用 の増加 を上回る場合には、総効用は低下する。

つ まり経済効率の高 い分野への重点投資が社会資本整備政策 として適切であるか どうかは、国

民の選好 に依存す る。そ の場合、人 口減少社会 における国民の選好については必ず しも明 らかで

44.1965～69年 の 国 一般 会計 予算 公共事 業 費 にお ける シェ ア の平均値 、大 蔵省 主計 局調 査課 財 政統 計

平成14年 度 版 によ る。

45.バ ッ トン等 の論 文で は、 実証分 析 は行わ れ て いな い。

46.United Nations Demographic Indicators, 1998 Revisionに よ る。



はないが、第2章(p.29)で 指摘 した有権者 中位年齢の上昇による社会資本への選好の変化、更

には後述する終身雇用 ・年功賃金制の崩壊による分配構造の変化か ら類推すれば、国民所得の拡

大がもた らす効用 は、現在よ りも低下する可能性が高い。社会資本整備によって国民所得を拡大

し、それによってコス トを回収 しつつ更に一層の社会資本の充実 を図るという、これまでの社会

資本整備の理念は転換 を迫 られていると考 え られ る。

5.2.3 財政 効用 の 最大化

総効用の最大化 においては財政効用の最大化が前提条件 となるが、その場合重要なことは社会

資本整備 と狭義の行政サービスの融合である。多 くの場合、社会資本整備 と狭義の行政サービス

とは多 くの場合相互補完関係にある。 したがってそれ らを最適 に組み合わせることが、一定の課

税の下での財政効用 を最大化する。

津波災害 を例に とれ ば、被害が想定 さ

れる地域を居住禁止 とする ことと津波防

波堤 とは、人的被害 の防止 という観点か

らは同一の効用 を有す る。 日本の可住地

域の人 口密度 を考 えれ ば、居住禁止 とい

う狭義の行政サー ビス に全て を依存する

ことは現実的でないにせよ、居住禁止区

域 の大きさと防波堤 の規模 は人的被害の

防止 とい う効用に対 して相互補完関係に

ある。一方、居住禁止区域 の拡大は土地利

用、地域社会 ・地域経済の維持発展等の点

で、防波堤 の天端高及び延長の増大は土

地利用、海岸利用、景観等の点でマイナス

の効用を持つ。そ して居住規制ないしは

奨励補助金等 に要す るコス トと防波堤の

建設コス トは財政支出である。ここか ら、

津波災害 の防止に対する財政効用の最大

化行動が導かれる。(47)

第22図 財政効用の最大化

この関係 を第22図 に示 した。横軸O1O2で 財政支 出の大きさを測 り、左右の縦軸で相互補完

関係にある社会資本整備 と狭義の行政サービスが もた らす限界効用を測る。双方 とも限界効用は

47.こ の点 に関し、国土防災の適正水準に関する調査 ・研究 として、筆者 も関与 した土木学会国土防災

の適正水準 に関する検討特別小委員会中間報告[1999]が ある。



逓減する とすれば、それぞれO1とO2を 原点とする限界効用曲線MUIg及 びMUCgが 描ける。

この場合、両曲線の交点によって定まる横軸上のO1O1とP1O2が この財政支出の効用Ugを

最大 とす る社会資本整備 と狭義の行政サー ビスの大きさ、つまり最適な組合せである。仮 に狭義

の行政サー ビスによる対応が考慮されな い場合、社会資本整備はP2を 超え、あるいはP3ま で行

われるかもしれない。P3で は上記のマイナスの効用の拡大によって、限界効用はマイナスとなっ

ている。もちろん、P2やP3に おいては財政効用の最大化は達成 されない。

そ して 日本の社会資本整備にお いては、バ ッ トン等[2001]の 指摘に もあるように、そのP2や

P3に 該 当する支出がかな り多いと考えられ る。加えて第3章(P.51)で 示 したように、財政が持

続可能であるためには、今後社会資本整備だけでなく、狭義の行政サー ビス支出について も大幅

な削減が必要 とされる。両支出の最適な組合せ、すなわち政策的融合は総効用の最大化のための

基幹的な前提条件である と言 える。

P2やP3の ような意思決定が行 われる要因としては、第1に 、行政所管 の問題がある。相互補

完関係にある社会資本整備 と狭義の行政サー ビスの権能は必ず しも同一 の行政組織にあるとは限

らない。そ してそれぞれの行政権能は概 して法的に並列関係 にあ り、かつそれ らを調整す る法令

や行政組織が存在 しない場合が多 い。社会資本整備 と狭義の行政サービスの融合が法的 ・制度的

に担保されていないのである。

第2に 、狭義の行政サービスは公共の利益のための私権の制限 という面を併せ持ち、社会資本

整備 との政策融合 にお いては、そ うした面を必要 とする場合が多 い。そ して大衆民主主義におい

て は、政治家 もそ して国民も、そ うした政策手段よ りも利益供与型の政策手段を好む傾向にある。

第3に 、特 に石油 ショック以降においては。景気の維持拡大は政府の責務 とされ、需要創出効果

が大きいとされる社会資本整備が政策手段 として重視され る傾向にあることが考え られ る。

しか し人口減少社会においては、財政効用の向上のみが家計の受 け取る効用 を増進す る手段 な

のであるから、最小の課税す なわち最小の消費効用の減少 において、最大の財政効用を実現す る

必要がある。社会資本整備 と狭義の行政サー ビスの最適な融合は、当然の財政行動基準 と考え ら

れるべきである。

ただ し、上記の第2の 点は再考 に値する。社会に とって望 ましい資源配分の基準は家計の選好

のみに依存するという前提の下では、限界効用曲線は家計の選好のみか ら導かれる。したがって、

国民が図に示 したよ りも多 く社会資本整備を選択 したのであれ ば、実はMUIgは 図よ り右上方 に

位置 し、MUCgは 図よ り右下方 に位置 していたのであって、財政効用はやは り最大化 されていた

ことになる。ただ しその場合 は財政効用曲線Ugが 下方にシフ トする可能性がある。あるいはUg

の位置を維持 しよ うとすれば、O1O2が 拡幅される、つま り財政支出が拡大する可能性がある。

そ うした ことは財政過程で しばしばみ られる現象であって、具体的には、国民や議会の意向に

沿って行政を進めた結果、財政支出が拡大 し、やがて国民も議会 もそ の行政手法の非効率性を認

識する というプロセスである。その要因は、限界効用曲線 と財政効用 曲線の関係が必ず しも正確



に認識 されていないところにある。家計は、社会資本整備、狭義の行政サービスのそれぞれ につ

いての純効用については認識 し得たとしても、それ らの相乗効果 までを認識す ることは難 しい。財

政効用の最大化を図るに当っては、社会資本整備 と狭義の行政サー ビスを目的別 に統合す るなど、

行政所管、予算制度全般にわたる再構築が必要とされるが、向時にそ うした財政支出 と財政効用

にかか る情報の提供も必要 とされる。

5.2.4 マクロ経済運営の視点か らの社会資本整備の方向性

最後にマクロ経済運営 との関係にお ける社会資本整備の方向性について述べる。第3章(p.48)

で行 った推計によって、人口減少社会における社会資本整備には量的制約が発生す ることが明 ら

かにされた。そして本章では、社会資本整備への資源配分の最適性の基準は総効用の最大化 に置

かれ るべ きこと、社会資本の生産力効果 には多 くを期待 し得ないこと、および狭義の行政サー ビ

ス との政策的融合によって財政効用の最大化が図 られ るべ きことを論述 した。では人口減少社会

におけるマクロ経済運営、なかで も景気調整政策において、社会資本整備は如何なる ものとして

位置付けられべきであろうか。

高度経済成長期にあっては、財政収支 は基本的に均衡状態が維持 された ことか ら、マクロ経済

における社会資本整備の大きさ、つまり公共投資額 は、租税収入か ら義務的要素の強い狭義の行

政サービス支出を控除 した残余として、半ば自動的に決定された。マクロ経済的には、租税収入

と政府消費か ら決定される政府貯蓄が即ち公共投資額であり、かつそ こでは積極的な増税 は行わ

れず、一方減税 も物価調整減税 として半ばルール化 されていたか ら、結果 として民間経済に対す

る中立性が維持された。GDPに 占める公共投資の比率は上昇基調を続けたが、それは累進所得

税制によって租税収入のGDP比 率が上昇を続ける一方、狭義の行政サー ビスの対GDP比 率が

ほぼ一定であったためであ り、必ず しも積極的なものではない。

公共投資額が政府貯蓄を恒常的に上回るようにな るのは1970年 代後半以降であ り、成長余力の

大幅な低下にもかかわ らず、引き続き社会的価値を経済成長に求め、積極財政によってその価値

の増進を図ることとされた(1983年 、p.24)こ とか ら、公共投資 は中立性を脱 し、国民所得を

創出する政策手段 としてマ クロ経済運営に位置付 けられた。

しか し人 口減少社会にあつては、公共投資に国民所得の創出を期待す ることは困難 となる。 リ

カー ドの等価定理の成立 によって、公共投資の乗数効果は無効化 し、労働力制約によって誘発効

果も期待 し得ないか らであるが、加えて経済が下方累積過程に陥った場合においても、公共投資

による景気調整効果はやは り期待 し得ない。需要は傾向的に縮小するのであって、公共投資 によ

る需要拡大は極く一時的な ものに過ぎないことが広汎 に認識されていることか ら、公共投資の拡

大が誘発投資 を生む可能性 は殆どない。つまりは経済の 自律的メカニズムに任せるほかはなく、社

会資本整備はマクロ経済運営における役割を終えると考 えられ る。



そ してマクロ経済運営の視点か らは、社会資本整備には民間経済 に対す る中立性が再び求めら

れる。過大な公共投資 は企業の資本ス トック形成を阻害 し、国民所得を最大値から乖離させるか

らであるが、その際、社会資本への資源配分基準を総効用の最大化 に置 くとした場合、および社

会資本の選択を地方地域の議会 に委ねるという選択 をした場合のマクロ経済運営 との整合性が問

題 として残る。特 に後者の場合 には、マク ロ経済運営は国の役割であることか ら、整合性が失わ

れることは十分 にあ り得 る。

それ に対 しては、歳入 による歳出の自動調整機能を活性化 させ るというのが最 も有効かつ合理

的な対応であると考えられる。すなわち社会資本整備 を含めた行政サービスの総額を税収入をもっ

て調節するのであ り、つ まりは均衡財政への復帰である。ただし現在の財政収支 は均衡状態か ら

大き く乖離 しているか ら、国においても地方において も財政収支を短期間で均衡 させることは不

可能に近い。したがってまず公共投資の収支 を早期に均衡化させることが考え られる。すなわち

建設公債、地方債の早期停止である。

この場合、効果は過大な公共投資の防止 にとどまらない。財政の自動安定機能(built in sta-

bilizer)は 、公共投資 に代る景気調整手段 を政府に付与す ることになる。社会資本整備と税負担

とを直接 に対応 させることにな ることか ら、社会資本の純効用についての国民 ・住民の判断をよ

り正確なものとする効果 も期待 し得 る。また社会資本整備 に対する需要が強い場合には、特例公

債(赤 字公債)が 増加する可能性が高いが、それ は社会資本整備 と狭義の行政サービスの政策的

融合の契機とな り得る。財源が同一 となれば、両支出の調整が不可欠となるか らである。



5.3 地方地域経済の 自立に向けた社会資本整備

第4章 で、人 口減少社会においては、大都市圏との労働力の高齢化速度の違いか ら、地方地域

経済は労働の質 という点 において比較優位 にあることを指摘 し、その比較優位性 によって産業が

地方地域 に向かって分散 した場合の地域別県民所得の推計 を行った。しか し、地方地域経済がそ

うした発展過程に移行す るためには、地域経済の核 となる 「本源的所得」が存在 しなければな ら

ず、同時 に三大都市圏への依存体質か らの脱却も必要 とされる。 ここではそ うした地方地域経済

の発展に向けての方途 を探るとともに、その基盤 となるべき社会資本整備の方向性 について考察

する。

5.3.1 地方地 域経 済 の 自立

一国経済 と異な り地域経済においては、域外への財等の移出による所得いわ ば 「本源的所得」が

核 として存在 しなければな らない。地域経済における移出入比率は7割 前後 と日本経済の輸出入

比率に比べ遥かに高い。(48)それは、一国経済 と異なり地域経済にあって は、地域社会が必要 とす

る財等 を産出する産業の多 くが域内に存在 しているわけではないか らである。 したがって、本源

的所得は、域 内で産出されない財等 を移入す るために不可欠なのであるが、同時に地域経済それ

自身の発展にとって も不可欠となる。

経済のサービス化の進展によ り、地方地域において も第三次産業の比率が上昇 し、地域経済の

主要部分 を構成す るに至 っているが、第三次産業の多 くは、財 ・サー ビスが域内で産出され、域

内で消費され る。つま り多 くの場合、所得 は域内でのみ循環するのであって、域外か ら所得が獲

得されるわけではない。 したがって域内で循環するための所得を域外か ら獲得 しなければ、そ う

した産業は成 り立たな い。

つまり地方地域経済の 自立 とは、本源的所得 をいかに安定的に獲得す るか、そ のための基盤を

いかに確立す るかの問題であると言える。そ して人口減少高齢社会 においては、その重要性は更

に高 まる。高齢化率 の上昇 は高齢者福祉 というサー ビス産業のための新たな本源 的所得を必要 と

するが、そ うした産業の拡大は本源的所得 を獲得すべき産業の労働力を縮小させ ることで、本源

的所得 の減少要因となる。本源的所得に係る基盤の確立とは、域内に確固た る移出産業を持ち、そ

の労働生産性の向上および付加価値の域内帰属比率(49)の 向上を図るところにあるが、人 口の減

48.各 地域の移出 ・移入の県内総生産に対する比率は、平均 してそれぞれ71.5%、66.0%(東 京、兵庫、奈

良は統計が欠落)で あり、いわば地域経済は7割 が対外要因によって決定されている。これに対して、輸出・

輸入の国内総生産に対する比率はそれぞれ9.4%、7.9%に 過ぎない(1995年 、経済企画庁 国民経済計算年

報、県民経済計算年報平成13年 版による)。

49.全 付加価値(市 場価格-中 間投入)の うち、当該地方地域において発生(獲 得)す る付加価値の比率



少高齢化による産業構造の変化 は、そ うした本源的所得の充実 を一層必要 とす るのである。

しか し現状では地方地域経済 にお ける本源的所得の基盤 は脆弱であると言わ ざるを得ない。そ

れはこれまでの地方地域経済の運営方向が的確な ものではなかった ことによる面が大 きい。本源

的所得の獲得に適 した産業つま り移出に適 した産業 とは、主 として製造業である。そのため地方

地域は域内にお ける製造業の振興に注力し、それに対 して国 もまた、1962年 の全国総合開発計画

における新産業都市 ・工業整備特別地域制度以来、産業基盤整備 を含めた様々な助成措置を講じ

てきた。しか し問題は製造業振興の具体的方策 として、三大都市圏に所在する大企業の工場誘致

という手法が とられた ところにある。

それは、地方地域の製造業を、三大都市圏の製造業の生産工程の一部を担 うもの として位置付

けるものであ り、つま りは中間投入財たる部品、半製品の生産で あるか ら、当然、当該地域に帰

属す る付加価値は小さくなる。製造過程で発生する付加価値は、全工程でみても最終消費の段階

でみた全付加価値のおよそ4割 に過ぎず(残 りは流通過程)、かつその付加価値の うち企業所得は

本社の所在する三大都市圏に帰属す るか らである。地場産業であれ ば、地域と してよ り多 くの付

加価値 を獲得 し得るが、そ うした産業は、大量生産方式に対す る価格競争力の劣位 に加え、工場

誘致の結果 としての労働 力の不足 によって、そ の多 くが衰微 した。

三大都市圏の生産工程の一部であることは、当然、三大都市圏との距離が問題 となる。この点

は工場誘致の難易度 といった問題 にとどまらない。地方地域の産業政策が三大都市圏との連関 を

重視するなかで、地方地域 に所在する製造企業 もまた三大都市圏の製造企業の下請け傾向を強め

ていったか ら、三大都市圏 との距離は地方地域 の製造業全体 に関わる問題 となった。1969年 の新

全国総合開発計画 における、高速道路、新幹線 を基軸とした大規模ネッ トワーク構想は、三大都

市圏と地方地域 の時間距離の短縮が主要な 目的の一つであった と考え られる。

しか し大規模ネ ッ トワークは、結局の ところ地方地域の製造業の成長 には寄与 し得なかった。第

23図 において、三大都市圏から地理的に遠 い地域 ほど製造業の成長倍率が低い という傾向がみ ら

れ る。図は1975年 以降の20年 間における変化であるか ら、高速道路や新幹線 によって時間距離

を短縮 したとして も、依然 として地理上の距離が、地方地域の製造業の成長に とって主たる要素

であった ことを示 している。(50)大規模ネッ トワー クについては、三大都市 圏の製造業あるいは流

通業等の第三次産業の効率化や三大都市圏に帰属する付加価値の拡大についてはかな りの効果を

持 ったと考え られる。 しか し、遠隔の地方地域 との時間距離が短縮す るということは、その沿線

50.図 は総生産であるから、付加価値のうち地方地域に帰属する割合が、最終組立工程を持つ三大都市圏に

比べて小さいことも影響している。なお関東地方における茨城、栃木、群馬県、近畿地方における滋賀県で

湾岸地域よ りかな り大きな成長倍率となっているのは、基礎素材、重電、重機械等のいわゆる重厚長大型産

業が縮小し、加工組立、精密機械などの軽薄短小型産業が拡大するという産業構造の変化によって、必ず し

も湾岸地域への立地を要しない産業が増加したことによるものであり、そうした内陸地域への製造業の分散

傾向は1970年 代中頃から顕著 となった。しか しその場合においても、分散傾向は三大都市圏の隣接県にと

どまっており、地方地域への分散はみられない。



第23図 各地域における製造業の成長倍率

1995年 の製造業総生産の1975年 に対する倍率(GDPデ フレーターで実質化)

東京圏は東京、千葉、神奈川、埼玉、中京圏 は岐阜、愛知、三重、阪神圏は大阪、兵庫の合計

データ:経 済企画庁:県 民経済計算年報平成13年 版

に所在する地域 との時間距離 も同様 に短縮するとい うことなのであるか ら、図のような結果 とな

ることは、ある意味で当然とも言える。

大規模ネットワークが地方地域の製造業の成長に寄与 し得なかったいま一つの理 由は、第2章

(p.19)で 述べた企業行動の変化 によって、企業の利益率が大きく低下 したことにある。そ うし

た傾向は大企業において著 しく、第24図 にみる

ように、主 として三大都市圏に所在すると考 え

られる資本金10億 円以上の大企業の利益率は、

石油ショックによる一時的な落ち込みか ら回復

した後は、急速な低下 を続けている。三大都市

圏の製造業 には、た とえ大規模ネッ トワークが

整備されて も、生産拠点 を全国に展開するほど

の余力は保持 していなかったのであ り、大規模

ネッ トワー ク構想は、時期的にも的確 であった

とは言い難いものであった。

1970年 代後半以降、本源的所得についての地

域格差はむしろ拡大 した。しか し第2章(p.15)

で述べた地域間の所得格差の縮小傾向はその後

も続 く(第26図 参照)。 その要因の一つは、公

共投資の地域別配分にある。第25図 において、

第24図 製造業大企業の利益率の推移

資本金10億 円以上の製造業

データ:大 蔵省:法 人企業統計年報集覧

昭和50～59,60～ 平成7年 度版



第25図 各地域における製造業比率と公共投資比率(1995年)

データ:経 済企画庁:県 民経済計算年報平成13年 版

その産業構造 における製造業の比率が低い地域ほど、地域経済 にお ける公共投資 の比率が高いと

いう傾向がみ られる。そ して同図で右下方 にある地域ほ ど、概 して三大都市圏から地理的に遠 い

地域であ り、それ らの地域の製造業は成長率(第23図)だ けでなく製造業比率 も低いのであるが、

同時 に公共投資の比率 も大きくなっている。実は地方地域に とって公共投資はそ の大部分が本源

的所得なのである。地域の公共事業費は国庫補助金 と地方交付税交付金が大宗 を占める。それは

他地域か らの所得 の流入である。「地方経済は公共事業で もつ」と言われるが、確かに公共事業に

よる本源的所得の流入が移 出入収支 を改善 し、地域の第三次産業を支えている面がある。図に見

るような公共投資の地域別配分は、まさにそ うした要素を考慮 して政策的に行われたものであ り、

その点 は第26図 か ら確認できる。

第26図 にお いて公共投資と国民所得に占める地方地域の比率はほぼ同様の動きを している。地

方地域の公共投資の財源は大部分が国か らの移転収入であるか ら、その因果関係は、公共投資 比

率 → 国民所得比率である。公共投資の地域別配分が地域間所得格差の縮小に貢献 したのであ り、

そ うした政策方向は1970年 代半ば頃か ら明確化 した。

しか しそ うした政策方向 もまた、工場誘致、大規模ネ ットワークと並んで、本源的所得につい

ての地域格差 を拡大 した要因の一つであると考 えられ る。図において1970年 代後半以降、公共投

資における地方地域の比率 と民間設備投資の対GDP比 率はほぼ逆相関の関係 にある。民間設備投



第26図 国民所得、公共投資に占める地方圏の比率と企業設備投資の対GDP比 率

地方地域国民所得比率:東 京、千葉、神奈川、愛知、三重、大阪、兵庫を除 く道府県の

県民所得の合計の国民所得に占める比率

地方地域公共投資比率:同 上道府県の公共投資の全国の公共投資に占める比率(一 般政府)

設備投資比率:民 間企業設備投資のGDPに 占める比率

データ:経 済企画庁:国 民経済計算年報平成13年 版、県民所得統計昭和30～46年 版、

県民 ・市町村民所得統計昭和51年 版、県民経済計算年報平成13,14年 版

資比率が低下するのは不況期であるから、その時期 にお ける公共投資の拡大 は一定の政策的合理

性を持つが、それ と同時に地方地域への配分比率を引き上げた ことに問題が所在する。不況期に

おいては地方地域の製造業 に係る経済環境 は一層悪化する。競争力の相対的劣位 に加え、三大都

市圏の大企業 において も時間コス トの観点か ら、地方地域 に所在す る工場 の操業度を引き下げ、部

品 ・原材料の調達を抑制 しようとするか らである。その とき公共投資が拡大されれ ばどうなるか。

苦境 に立たされた地方地域 の企業は当然、公共投資関連の部品 ・原材料の製造にシフトす る。つ

まりは建設業 に対する依存度を高める。

しか も第26図 にみるように、不況期が長 く、地方地域への配分比率の引上げがかな り長期 に及

んだことか ら、それは一時的なシフ トにとどま らず、産業構造そのものの変化 となって現れた。そ

の結果、地方地域の製造業は全体 として も公共投資への依存度を高め、本源的所得を自力で獲得

する能力を低下させるのである。もちろん、地方地域 自身の政策努力が欠けていた ことによる面

も大 きいが、地域間の所得格差是正の政策手段 として公共投資を用いたことが、かえって地方地

域経済の疲弊 を促進 した ことは否めない。



人口の減少高齢化 によって、三大都市圏の生産力は相対的に大き く低下す る。地方地域が三大

都市圏との連関によって獲得 し得る本源的所得 も縮小に向か うのである。したがって、三大都市

圏の製造業や公共事業に依存 した経済構造では、地域経済 の安定的な発展は望めない。地方地域

は自力で本源的所得 を獲得 し得る基盤を早急 に形成する必要に迫 られ る。

5.3.2 地 方広 域経 済 圏の形 成

ではいかにすれ ば、三大都市圏や公共事業に依存しない地方地域経済 を形成 し得るか。それに

は近隣地域 との間に密接な経済関係を構築する ことが有力な方策となる。地方地域経済は他地域

との移 出入関係なくしては成立 し得ない。人 口と面積からみて、個々の地域社会が必要 とす る大

部分の産業を域内に持つ ことは不可能である。 したがって地方地域経済の自立 とは地域 としての

自給 自足体制の形成ではない。現在、公共投資を含め三大都市圏か らの流入に大きく依存 してい

る本源的所得を、近隣地域 との経済関係いわば相互依存関係において獲得 しようというのである。

そ うなれば三大都市圏 との距離は必ず しも問題 とはな らなくなる。遠 隔地方地域 について も自立

の可能性は高まるのである。

その場合、基軸 となるのは地方地域間における明確な分業関係の構築で ある。 これには二つの

理 由が ある。第1は 、そ もそ も分業関係がなければ地域間の移出入関係 は発生しない。そ してよ

り密接な経済関係が形成 されるためには、その分業がよ り明確な形で行われる必要がある。つ ま

り各地域がそれぞれ特定の産業に特化 し、その他の産業 について は全面的に移入に依存するとい

う徹底 した分業関係である。現在の ところ、そ うした分業関係は、意 図的なものでなく結果 とし

てではあるが、各地方地域と三大都市圏 との間にみ られる。一方、地方地域間では殆 ど存在 しな

い。 しか しそ うした分業関係がなければ、地方地域間の経済関係 を通 じた本源的所得の充実はあ

り得ない。

第2は 各地域が特定の産業に特化する ことによって、市場競争力の向上が期待できるところに

ある。三大都市圏はその人口と生産力の大 きさか らみて、多 くの産業分野 において地方地域 に優

越 した技術開発力とそれに基づく高い生産性水準 を持つことが可能である。そ して各地方地域の

移出産業は、三大都市圏や遠方 の地域 との取 引だけでなく、近隣地域 との取引においても三大都

市圏 との市場競争に直面す る。域 内の人材 と技術 開発資金 を数多 くの産業分野 に分散 したのでは、

三大都市圏との技術格差、生産性格差は縮小せず、近隣地域 との密接 な経済関係は望めない。

この場合、人口の減少高齢化 による地域間の人 口構造の変化 は、地方地域に対 して有利 に作用

す る。地方地域 は、その労働力構造か ら、生産性 の高い産業の立地に関 して優位性 を持つのであ

り、技術開発は産業の存在するところに併存す るとすれば、分業による人材 と資金の集中を加え

ることによって、三大都市圏との技術格差を縮小することは必ず しも困難な ことではない。また

技術開発に要す る若い人材 という面でも優位性がある。20～30代 の人 口は、現在その52.1%が



三大都市圏に集 中して いるが、2030年 においては、推計人口では52.0%と 殆 ど変化はないもの

の、封鎖人口では45.4%に 低下す る。教育環境の要素を考慮 しなければな らないものの、三大都

市圏に対抗し得 る移出産業 を形成することは十分可能であると思われ る。

各地方地域が十分な市場競争力のある移出産業 を持ち、分業関係 にある近隣地域 との間で活発

な移出入取引が行われるよ うになれば、そ こにいわば 「地方広域経済圏」が形成される。閉鎖的

な経済 ブロックを目指す必要はないが、可能性 としては広域経済圏としての自給 自足の比率は高

まる。圏域内の各地域 にとっては、三大都市圏に依存せず、また三大都市圏の景気動向に必ずし

も左右 されない安定 した本源的所得を獲得し得る。地方地域経済は広域経済圏を形成することで、

自立が可能 となるのである。

そうした分業を基軸 とした地方地域経済の形成は、日本経済全体 として も好ましいものである。

第2章(p.22)で 各国の純限界生産力を比較 し、そ の格差の要因は資本の過大にあると指摘 した

が、少な くとも90年 代以降については、日本の技術進歩率の低下つまり技術開発力の低下 もその

要因の一つと考え られる。(51)そして技術開発力低下の基本的な要因の一つは、日本経済にお ける

産業構成の総花的傾向にある。先進工業国において、殆ど全ての産業を有す るのは 日本だけであ

り、他の先進工業国にあっては、 自国の産業はいわば得意分野に特化 し、他は輸入に依存す ると

いう国際分業の考え方が一般的である。そして人材 と研究開発資金が相対的 に少数の産業分野 に

集 中されることが、技術開発力の向上に寄与 している面がある。一方 日本では、多 くの産業分野

に人材 と研究開発資金が分散 している。資本の純限界生産力の低下 も、いわば不得意な産業分野

において、技術水準の低さをスケール メリッ トでカバーしようとしたことがその原因の一つであ

る。各地方地域が得意分野 に特化する ことは、不得意で非効率な産業 を整理す るということであ

るが、それによって 日本全体として も不得意かつ非効率な産業が整理 され る。国際分業を基軸 と

した産業構成の形成が期待できるのである。

以上のような地方広域経済圏が必要 とする産業基盤はこれ まで とはかなり様相を異にす る。少

な くとも輸送 に係る社会資本については、現在もなお建設が続 く大規模ネ ッ トワークの必要性は

大きく低下する。必要 となるのは広域経済圏の域内道路等である。ただし必ず しも高速道路、高

規格道路である必要はない。三大都市圏との連関と異な り域 内各地域の連関においては、時間コ

51.資 本装備率が最適値か ら乖離 した場合に純限界生産力が逓減するのは、限界(粗)生 産力の逓減によって

粗生産の増加率が資本減耗の増加率を下回ることから生ずる現象であり、仮に技術進歩率つまりは技術開発

力が高く、資本ス トック1単 位当りの粗生産が大きく増加する場合には、必ずしも純生産は逓減しない。90

年代において、ドイツ、フランスでは、最適資本装備率からの乖離が拡大しているにもかかわらず純限界生

産力は大きく上昇してお り、またアメリカについても、過去の最適値への接近時と比較して、純限界生産力

の上昇はかな り大きくなっている。したがってそれらの国においては大幅な技術進歩があったものと考えら

れるが、その点は技術進歩率の指標 とされる全要素生産性を測定 した結果、いずれも上昇していることから

も確認できる。



ス トの持つ重要性は低下す ることか ら、既存の国道、地方道の改築、改良でかなりの対応が可能

と考え られる。(52)また工業用地 についても、既存の工業団地にかな りの空地が存在することから、

大規模な工業用地の造成の必要性は少ない。地方広域経済圏 において は、社会資本の設計思想に

かな りの変更を要するとはいえ、そのコス トは比較的小規模 にとどまると考え られ、今後の公共

投資の縮小のなかでも、十分に対応が可能である。

ただし三大都市圏が住宅対策を軽視 した結果、都市 としてのコス トが増嵩 した経験に鑑み、就

労者のための公的住宅ないし住宅地域の整備は不可欠である。生産性の向上には産業の集積が一

つの要素であるとす ると、地域 内あるいは広域内におけるかな りの人 口移動 も考 えられる。工業

用地 と住宅用地のゾーニ ングや公共賃貸住宅の整備 については、人口移動に先立 って行われる必

要が ある。

その場合、いかなる広域経済圏の形成が望 ましいかは、各地方地域が、その地理的条件、製造

業の現状、今後の地域経済の発展方向及びその可能性についての検証 に加え、各地域が目指す地

域社会の態様についての地域住民の合意 に基づき決定すべき事柄であ り、全国的な視点か ら予め

想定 し、あるいは決定すべきものではない。また現時点では地方地域間の経済関係が希薄である

のだか ら、各地方地域間の経済関係を想定するに足る材料 もない。更に広域経済圏の形成過程に

お いては様々な試行錯誤が予想 され る。それ らの点か らも、今後の社会資本整備については、地

域の意思決定 に基づ き、地域住民

の負担において行われることが望

ましいと言えるが、現段階で早急

に広域経済圏の形成が必要 とされ

る地域を、ここで指摘す ることは

できる。

第4表 は、今後の高齢化率の変

化幅が大 きく本源的所得の充実の

必要性が高い地域、製造業の県内

総生産(公 共投資を除 く)に 占める

比率が小さく、 あるいは公共投資

の県内総生産 に占める比率が高 く

現状にお いて本源的所得の基盤が

第4表 地方地域経済の自立に関する諸指標

(単位%)

52.三 大都市圏への人口集中度は、高齢者人口を含めた全人口では、やや上昇すると考えられるから、依然

として巨大な市場である(2000年46.3%、2030年 推計人口48.5%、 封鎖人口46.1%、 藤正[2002]に よる)。

そのため地方地域が生産過程における自立性を達成したとしても、最終消費地としての三大都市圏の重要性

は依然として高い。従って、三大都市圏との輸送ネ ットワークが必要でないというわけではないが、広域経

済圏内の移出入取引の増加に伴い、地方地域と三大都市圏の間の輸送量は大きく減少すると考えられる。



脆弱な地域、及び県民所得の推計において今後の労働生産性上昇率が相対 的に低 いと予想 される

地域を順に列挙 した ものである。ただし三大都市圏とその近県 については除外 し、高齢化率の変

化幅および労働生産性上昇率については推計人口と封鎖人口における中間値 を用いた。これ らの

地域 にあっては地域経済 としての自立の必要性はそれだけ高 く、かつそれに向けてかな りの政策

努力が必要 と考え られる。なかで も北海道、沖縄県 については全ての指標が該当している。 また

宮城、秋 田、山梨、福岡、長崎、宮崎県 について も三指標が該当してお り、迅速な対応が必要と

され る。

5.3.3 農業を一つの軸と した地方経済構造の形成

しか し現在の製造業の多 くは大規模かつ高度化 してお り、地方地域がいわばゼロか ら有力な製

造業を興す ことはかな り困難である。したがってその地方地域に既に存在する固有の産業を基 に、

その関連産業 を充実 させて いくという手法が考え られる。そ してそ うした産業の一つとして農業

がある。農業は三大都市圏 とは基本的に競争関係にはない。また地域経済 にとって三大都市圏 と

の距離が問題 となるのは、三大都市圏の生産工程の一部とい う位置付けにあるほか、三大都市圏

が主要な消費市場であるところにあるが、農業関連の産業 にとっては、農村地域が消費市場であ

り原材料の調達市場なのであるか ら、遠隔地方地域にあっても農業関連産業を興す ことは比較的

容易である。(53)

農業それ 自体か ら生み出される付加価値は国内総生産の1.1%に 過ぎず(2001年 、経済企画庁

国民経済計算)、地方地域 にあって もその比率はさほど高 くはないが、肥料、飼料、農薬、農業機

械等のいわゆる川上産業 と集出荷機械設備、食品加工、容器、輸送等の川下産業を含めた農業及

び農業関連産業の比率 は全国で5.7%で あ り(1995年 、産出額ベース、産業計に対する比率)、地

方地域にあっては、鹿児島県12.3%、 宮崎県11.3%、 北海道 ・青森県9.7%と 、その比率はかな

り高い。ちなみに鹿児島県経済における建設業の比率は10.0%、 宮崎県 は12.0%(1995年 、県

民経済計算ベース)で あるか ら、農業及び農業関連産業は、地方地域経済にお いては既にかな り

のウェイ トを持っているのである。

現在のところは、そ うした川上産業、川下産業の多 くは三大都市圏にあ り農業関連産業か ら生

ずる付加価値 の大部分は三大都市圏に帰属している。また農業それ 自体 につ いても生食用農産物

にかかる付加価値は、や は り三大都市圏の流通業にその大部分が帰属 している。すなわち本源的

所得 とな り得べきかな りの部分が地域外に帰属 しているのであ り、農業関連産業を振興すること

は地方地域経済の自立にも大きく貢献する。ただし農業関連産業についても大規模化、高度化が

進行 していることか ら、その場合 にあっても、個々の地方地域 としてではなく、広域経済圏とし

53.こ の視点からの実態調査 ・研究については、筆者の主導する農業農村整備と地域経済に関する検討委員

会[2002,2003]を 参照されたい。



て分業体制をもって推進する必要がある。様 々な農業関連産業が技術 開発 とスケールメリットを

もって各地域に拠点を形成 し、その経済関係を通 じて、付加価値の地方地域への帰属比率を高め

ることが重要である。

同時 に農業 自体の生産性を高める ことも必要となる。生産性の向上は農業所得 を増加させ、更

に生産性を向上させるための農業機械、農業装置(ピ ニールハウス等)へ の投資余力を増加させ

る。それが農業関連産業を拡大 させ るが、同時に生産性の向上によって生 じた余剰労働力の就業

機会を増加 させ ることにな り、農業従事者の所得水準 も向上する。そ うした市場 自律的な相乗効

果が生ずれば、農業および農業関連産業は十分に地方地域経済の一つの軸 とな り得る。

しか し現状は逆の方向にあ り、生産性の低 さが農業の機械化、装置化 を阻害 し、それがまた生

産性 を低位にとどめ、農業の縮小を招 いている。主たる要因は農地法によって農地の大規模化が

阻害 されていることにあ り、近年では生産組合方式による共 同経営によって実質的な大規模化を

図ろうとする動きもあるが、単なる農家の集合体であることか ら投資余力に乏 しく、生産性は必

ずしも向上 している とは言えない。

その結果、圃場整備等の農業関連社会資本整備 もまた細分化 し、極めて効率性 を欠 くところと

な り、あるいは整備 された圃場が転用され るというケースも増加 している。 したがって農業を一

つの軸 とした地方経済構造 の構築を目指すのであれ ば、関係する社会資本整備 の前に農地法が改

正 され ることが重要な要件 となるが、同時に社会資本の設計思想について も転換が必要である。近

年、農道整備は広域農道 に重点が移 され、農地 と三大都市圏 との時間コス トの圧縮 を前提に整備

される傾向にあるが、それでは一層本源的所得は域外に流出する。農家は安定 した収入を求めて、

三大都市圏の大規模な流通 ・加工業 と結びつ き、加工度が低 く、 したがって地域への付加価値の

帰属比率の低 い農産物が移出されるか らである。

農業関連の社会資本整備 については、農業 と農業関連産業を以って重層的な産業構造 を形成す

るとい う設計思想 こそが必要であると考え られる。その前提 として農業関連産業の育成政策 も必

要 とされ るが、農道については、農地 と農業関連産業を効率的に結び付けるよ うな域 内道路等に

重点を移すべ きである。 また農地の法人化 を進 めるのであれば、必ずしも農業従事者と農地は近

接 している必要はない。現在の農家環境 の整備 を理念 とした地域整備について も見直 しが必要と

なる。

加えて、農業及び農業関連社会資本整備の転換は迅速 に行われる必要がある。農地は年々縮小

してお り、農地の荒廃が国土保全上の問題を引き起 こしつつあるが、今後 の公共投資 の縮小は、そ

の傾向を更に加速すると思われる。公共投資の縮小が農家の所得水準 をさらに低下させ ることに

よって、離農の可能性が高まるのである。第27図 は、遠隔の地方地域について、公共投資の県 内

総生産 に占める比率と1975年 以降の20年 間における農業産出額の変化 を対比させた ものである。

左下が りの傾向が観測 され、公共事業比率の低 い地域ほど農業生産が大き く縮小 している。 これ

は三大都市圏か ら遠い地域 ほど就業機会が少な く、農家の所得水準 も低 くなるが、公共投資比率



の高い地域にあっては、それが就業機会 となって農家所得が補填されるため、農業生産が維持さ

れる傾向があることを示 している。

農業および農業関連産業を一つの軸 とした地方経済構造の形成は、気候条件、地理的条件 も関

係す ることから、全ての地方地域で可能 というわけではないが、それ を目指すのであれば、迅速

な対応が必要 とされる。

第27図 公共投資比率と農業産出額の変化

データ:経 済企画庁 国民経済計算年報平成13年 版



5.4 社会構 造の変化への対応

5.4.1 社 会 的行 動様 式の変 化

人口の減少高齢化は、人々の社会的行動様式を大きく変化 させる。人々の社会的行動 とは 「社

会的価値」(p.24)に 向かう行動であると定義 し得るが、社会的価値を得るためには社会 システ

ムに帰属せね ばな らないことか ら、それは同時に社会への帰属行動 を意味するとすると、まず社

会的価値が所得の増加である限 りは、今後、人々を帰属行動に駆 り立て る力つま り社会 としての

求心 力は確実かつ大幅に低下する。戦後一貫 して求心力の中核であ り続 けた社会的価値たる経済

成長 はやがてマイナス とな り、しかもその成長率 は先進工業国のなかで最 も低 くなる。増加型価

値か ら減少型価値への変貌であ り、価値としての相対性においても大きく低下するのである。

加えて人々の帰属行動が向か う対象つまりは社会の求心力の中心 も変化す る。社会的価値にお

いては、その価値 の源泉に接近するほど、よ り多 くの価値を享受する ことができる。現代社会に

あっては所得が発生す る場は企業で あるか ら、所得の増加という社会的価値の源泉に接近 しよう

とする人々の行動 は当然企業に向け られる。しか し人々の企業に向か う行動が、企業への帰属行

動であるとは限 らない。人は労働によって所得 を得 るのであって、その労働を供給する対象が特

定の企業である必要はないか らである。

しかし戦後の 日本社会においては、企業 こそが人々の帰属行動の対象であった。終身雇用 ・年

功賃金制の下では、特定の企業に帰属することが所得を得る一般的な方法であ り、かつ労働年齢

を通 じて当該特定の企業に帰属す ることが、獲得する所得 を最大化する方法だったからである。終

身雇用 ・年功賃金制においては、転職 によって人は年功を失 うのである。つま り戦後の 日本にお

いては、企業 はあたかも一つの社会だったのであって、 日本社会は企業という小社会の連合体で

あり、人々に対する求心力は小社会たる企業に存在 し、人々は企業を通 じて間接的 に社会に帰属

していたとみることもできる。

高度経済成長期の社会資本整備が産業基盤の整備 を重視 し、1980年 代初頭 において社会資本整

備が明確にマクロ経済政策の主要な手段 として位置付けられたのも、企業が人々の帰属行動の対

象であったことによる面が大きい。 しか し人 口の減少高齢化 は経済を縮小させ、終身雇用 ・年功

賃金制 を崩壊 させる。企業はもはや帰属行動の対象たる小社会ではあり得ない。その時、人々の

帰属行動はどこに向か うのか。そ してそれは どの程度の強 さの求心力となるのか。それは人口減

少高齢社会がいかなる社会的価値 を有するのか ということと同義である。

現段階で人口減少高齢社会の詳細な具体像 を得 ることは難 しいが、財政効用は有力な社会的価

値である。課税による消費効用の減少 を上回る効用を社会が生み出すので あれば、それは社会的

価値であ り、人々の帰属行動は全体 としての社会 に向か う。ただ し人は課税 による消費効用の減

少は明確に認識 し得て も、財政効用の全てを認識することは難 しい。経済成長が主たる社会的価



値であった場合には、企業が拡大す ることによる昇進可能性の増大およびそれによる所得の増加

というかな り明確な形で、各々の人が社会的価値 とその大きさを認識 し得た。加えてそれは金銭

的価値であるから、その価値の日本全体 としての大きさについて も、比較的容易に認識すること

ができた。

しか し財政効用の大部分は金銭的価値ではない。 しか も効用の大きさは家計の選好に依存す る

か ら、その社会的価値は個人により異なる。また財政効用が及ぶ範囲は地理的に限定される場合

が多いか ら、日本全体 としての財政効用がどれほどの ものかを多 くの国民が認識す ることは極め

て困難である。例えば三大都市圏における社会資本整備が もた らす効用とその大きさを、遠 隔地

方地域の住民が明確に認識することは難 しい。

したが って財政効用が社会的価値である場合には、社会資本整備 を含 め行政サー ビスの主体は

地方政府 とな らざるを得ない。同時に課税権もその大部分が地方政府に属する必要がある。人々

は、それによって財政がもた らす効用 と課税 による消費効用の減少 とを比較的容易に認識 し得る。

ネッ トの財政効用たる社会的価値が大きければ、社会への帰属行動はそれだけ強 くなる。その場

合の帰属行動の対象は、地方政府を構成する地域社会である。

そ して地域社会は新たな社会的価値を生む可能性がある。今後、社会全体 としての所得が増加

す ることはないが、余暇時間は確実 に増加す る。長寿化 と高齢者の増加は社会全体 としての余暇

時間を増加 させる。労働時間の短縮が進めば、就業者の余暇時間の増加がそれに加わる。その余

暇時間か ら、人々が、労働時間から得る所得と同様の、あるいはそれ以上の効用 を得るとすれば、

それもまた社会的価値である。分業および市場的交換に基づ く生産性の向上によって余暇時間が

増加するのであり、分業 と交換は社会があって初めて成立する ものだか らである。そ して地域社

会は多 くの場合、人々が余暇時間 を過 ごす場 とな り得る。地域社会が余暇に対応 した効用をもた

らすのであれば、地域社会が価値の源泉 とな り、人々の帰属行動は地域社会に向か う。

もちろん余暇時間か ら得 られる効用は、所得のよ うに社会から半ば受動的に受 け取る種類のも

のではなく、多くの場合主体的な行動 によって得 られるものである。加えて経済行為は財 ・サー

ビスの獲得すなわちモ ノに指向す る行為であるか ら、必ず他者を必要 とし、交換 によって効用を

得るが、余暇時間の効用 は他者す ら必要 としない場合もある。したがって、地域社会が余暇時間

に対 して もた らす効用 とは、基本的には人々が余暇時間を過 ごす安全かつ快適な場の提供という

ことになる。そ して、そのかな りの部分は公共サー ビスによって担われるか ら、財政効用が地域

社会によって加速されると考えることもできる。

それ は例えば、広場や公園、図書館 という場であ り、そ こへ至るアクセスであり、加えて地域

社会その ものの安全性で ある。さらには良質低廉な住宅の供給 も必要 となる。住居費の縮小は余

暇 に向ける所得 を増加させ、余暇の効用 を高める可能性がある。また住居費の縮小による実質所

得の増加は、後方屈曲的労働供給曲線 を前提 とすれ ば、余暇時間を更に拡大す る可能性が高い。



良質低廉な公共住宅の供給は、崩壊が確実 となる年金制度の方向を考える上で、有力な政策手

段を追加す ることにもなる。家計収入の減少する高齢者世帯にとっての主要な関心事項の一つは

住宅で あり、そのコス トが年金給付水準の下方硬直性 を形成す る。したが って良質低廉な公共住

宅の供給 は、持続可能な年金制度に向けての制度改革の可能性 を向上させ ることになるが、財政

支出、年金給付を合わせた広義の財政支出を縮小す る効果 を併せ持つ。公共住宅は数世代にわたっ

て公共サー ビスを提供 し得るス トックだか らである。

バ ッ トン等[2001]は 、社会問題 に対 して社会資本整備が政策手段 とされた ことを問題 とす る

が、アメリカ と日本では地価や住宅に対する人 々の認識が異なる。欧米社会 と異な り市民広場が

形成されないのは、歴史的経緯 もあるが、人々にとっては住宅 こそが人生の基盤だか らであ り、住

宅 に対する選好の強さが行政サー ビスとしての住宅対策を生み出したと考え られる。 しか しその

住宅対策が民間経済活動を基盤 に展開されたことが、スプロール化等のコス トを生み、高齢社会

における問題を拡大 している。住宅は社会資本ス トックとして位置付け、資源の有効活用を図る

べきであると思われ る。

人口の減少高齢化 による社会的価値の変化 と人々の社会的行動の変化 については、なお予測 し

難い部分も大きい。しかし、所得の増加 と企業が社会的価値 と帰属行動の対象た り得な くなるこ

とは確かであ り、少な くとも社会資本整備の主体 とそのあ り方については、今後大きな方向変化

を迫 られ ることになる。

5.4.2 中位 年齢 の 変化

一方、人 口高齢化 による有権者中位年齢の変化 は、政治過程 に反映 され る人々の社会資本に対

する選好の変化 となって現れる。第2章(p.28)で 過去における中位年齢の変化 と経済政策、社

会資本整備との関係を指摘 したが、今後中位年齢 はさらに上昇 し、2030年 には58.0歳 に達す る。

その年齢ではすでに退職 している人が多い。したがって中位年齢 の人々の政策 に対する関心は、日

本経済や企業がどうなるかではな く、自己の生活水準が どうなるかであ り、社会福祉政策や生活

に関連する社会資本整備、公共サービスな どが主要な関心事項 となる。

この点は有権者に占める就業者の比率か らみても明 らかである。経済動向に関心が強いと考 え

られ る20歳 以上55歳 未満の就業者の有権者 に占める比率は、1970年 には47.8%で あったが、

2000年 には44.8%と な り、2030年 には36.6%に まで低下す る。(54)社会資本整備 について言 え

ば、産業基盤の整備や景気対策 としての公共投資を支持すると考 えられ る有権者は3分 の1近 く

にまで減少す るということであ り、 この面か らも政策方向の転換は必至である。

加えて産業基盤それ 自体について も再構築が求め られる。一つは前述 した地方地域経済の自立

54.藤 正[2002]お よび筆者の労働力推計による。



性の向上の視点からの再構築であるが、いま一つの要素は産業構造の変化である。戦後の 日本経

済は投資財産業を頂点 とし、関連産業、更 には消費財産業が裾野 を形成するというピラミッ ド構

造をな していた。現在その構造は崩壊 しつつあるものの、意志決定過程においてはなお明確 に存

在 してお り、全産業の代弁者 として投資財産業は意思決定過程に大きな影響を及ぼしている。

しか し今後は投資財産業が急速 に縮小 し、消費財産業やサー ビス産業が大 きなウェイ ト持つ産

業構造への変化が予想される。それ らの産業においては、需要 の多様化 に加 え、さほどの関連産

業 を必要 としない ことか ら、各々の産業 ・企業はピラミッ ド的関係ではな く、独立した並列的な

関係 となる。当然その間で利害が相反する局面も多 くなる。したがって これ までのように投資財

産業の需要に照準を合わせれば、同時に他の多 くの産業 ・企業の賛同も得 られるといった政策形

成過程は無効化す る。経済が求める社会資本 も多様化するのであ り、同時 に意思決定過程への実

質的な参画者 も増加する。産業基盤整備 について も方向変化が必要 とされる。

次に人口構造の変化を地域別にみると、地域 によってその様相はかなり異なる。第28図 は、都

道府県別に有権者の中位年齢 をみた ものである。(55)特徴 の一つは、北海道、東北地方および栃木、

茨城県のいわば関東以北で、概 して中位年齢が相対的に高くなっていることである。最 も高齢 と

なるのは秋田県であ り、以下、北海道、青森、岩手、茨城、山形、栃木、福島、宮城、石川、山

第28図 各地域における有権者の中位年齢の実積と予測

下端:2000年 における中位年齢 上端:2030年 における中位年齢

2030年 の中位年齢は封鎖人口の場合と推計人口の場合の中間値

データ:総 務省統計局 平成12年 国勢調査報告、藤正[2002]

55.第28図 は、推計人口と封鎖人口はいずれも極端なケースであるとの考え方に立ち、2030年 の中位年齢

についてはその中間値で表示し、各地域の人口構造の相対的な関係をみたものである。従って、図における

中位年齢の平均値と全国の中位年齢は一致 しない。



口、和歌山、富山県 と続 く。中位年齢が高いことは、社会資本整備において、よ り高齢の人々の

選好が反映される可能性が高い ことを意味す る。それ らの地域 にあっては、今後の社会資本整備

において十分に考慮されるべき要素である。

しか しさらに重要な要素は、各地域 における変化幅である。概 して大都市部で大きく、最大 と

なる地域は神奈川県であ り、以下、東京都、北海道、埼玉、茨城、千葉、栃木、宮城、愛知、青

森県、大阪府、沖縄、石川県 と続 く。特に神奈川県 か ら宮城県 までにあっては、上昇幅は9.0歳 を

超えてお り、それ らの地域では、社会資本に対する需要構造が今後大幅に変化することが予想さ

れ る。神奈川県、東京都について言えば、現在の中位年齢が46.5、46.4歳 であるのに対 し、2030

年ではともに56.5歳 とな り、その変化幅は10歳 を超える。社会資本 に対する選好の変化は更に

大幅なものになる と予想 され る。

加えて、その地域 にお ける社会資本 の現状は、現時点における中位年齢の水準に影響されると

ころが大きいとす ると、現在中位年齢が若 い地域では、人 口の高齢化に対する準備が整っていな

い可能性が高い。 したが って今後の中位年齢の急激な上昇、つまりは急激な高齢化に伴って、高

齢者福祉施設等が大幅に不足す る事態が考え られ る。東京都、神奈川、千葉、埼玉、愛知、宮城、

沖縄県等の地域で あるが、それ らの地域 にあっては社会資本の現状についての再点検が必要とな

る。

5.4.3 賃 金 構造 の変 化

終身雇用・年功賃金制の崩壊は賃金構造を大き く

変化させると考え られる。第29図 において、日本

の年齢階級別 の賃金カーブは際立って傾斜 して い

る。 これは前述のように(p.9)、 労働コス トの削

減方策 として、終身雇用 ・年功賃金制が活用 された

ことによる。若い時の賃金水準は低 くとも、勤続年

数の増加 に従い賃金水準は急速 に上昇 し、生涯賃金

でみれば他の先進工業国と遜色ない水準 となるだろ

うというのが、若年層の異常に低い賃金水準 を実現

させ てきた論理 で あ り、そ の論理 は少な く とも

1990年 代初頭 まで は明確に機能 していた。

したがって終身雇用 ・年功賃金制が崩壊すれ ば、

ヨー ロッパ諸国におけるように、年齢別賃金カーブ

は平坦化 に向かうものと予想される。つま り若年層

と中高年層の賃金水準の格差が大幅に縮小す ること

第29図 各国の年齢階級別賃金水準

20～24歳 階級の賃金水準=100

データ:注4参 照



になるのであるが、それによって人々の消費行動、さらにはライフスタイル も大 きく変化するこ

とが考えられ る。

なかでも住宅に対す る行動は大 きく変化する。持家指向、特に都市部の持家指向が強 まったの

は終戦後であ り、都市への産業および人口の集中による地価の上昇 を背景 としつつ、終身雇用 ・年

功賃金制 による持続的かつ確実な所得の上昇がそれ を支えてきた。

それは生涯 を通 じた消費効用の最大化行動である とみることができる。地価の上昇はある意味

で経済成長の成果である。年功による賃金上昇 もまた、経済が成長すれ ばこそ可能であったのだ

か ら、大部分は成長の成果である。つま り将来獲得す るであろう賃金上昇 という成長の成果をもっ

て、地価の上昇 という成長の成果を自己の ものとして先取 り的に確定するものであ り、それによっ

て生涯の消費効用が大幅 に増加するというのが、長期住宅ロー ンによる持家指向の主たる要因の

一つであった と考えられ るのである。

したがって経済の縮小は持家指向を大 いに弱める と考え られる。現実的にも、終身雇用でなけ

れば長期の住宅 ロー ンは困難である。同時に平坦化 した賃金カーブの下では、若年層に新たな消

費効用が生まれる。所得水準の上昇 によって、これ までは困難であった、あるいは想像もしなかっ

た消費行動が可能とな り、その消費効用は持家がもた らす効用を上回る可能性がある。人々は賃

貸住宅への指 向を強めることが予想される。

現在の住宅政策 は基本的に持家指向が前提 となって いる。公共賃貸住宅を低所得者層に限定 し

ていることだけでな く、住宅地区のゾーニングが行われなかったのも、持家指向の強 さか ら、そ

れが困難であった ことも理 由の一つである。したが って、賃貸住宅への選好 の増大は、生活基盤

整備のあ り方 に大幅な変更 を迫ることになる。公営住宅整備事業の基本的な見直 しに加え、生活

街路、公園、公共サー ビス施設等を含めた都市の再設計が必要になる。同時 に賃貸住宅は世代を

超えた社会資本であ り、公営、私営 を含 め、その建設 には、用途地区規制、建築規制などの規制

の強化が必要 となる。



5.5 都市基盤 の変化 への対応

5.5.1 都市のコス トと都市の生み 出す付加価値

人 口密度の上昇は社会資本に対す る需要を増加させ る。人 口密度の上昇によって、自然環境の

悪化 、混雑 に伴 う危険の増加や時間コス トの増嵩、更には地価 の高騰 といった様々なコス トが発

生す る。それ らはいわば都市の存在それ 自体にかかるコス トであり、そ うしたコス トの増大を放

置す ることは、都市 としての機能を低下 させる。 したが って都市における社会資本整備のコス ト

は、都市の存在 にかか るコス トを縮小す るためのコス トと位置付 けることができる。住宅、公園、

下水道、街路等の都市施設整備、河川改修等の防災対策、都市再開発等のコス トであるが、勿論

それによって都市の存在 にかかるコス トがな くなるわけではないか ら、都市が存在 し、都市とし

ての機能が維持されるには膨大なコス トを要するのであ り、それ らを合わせて 「都市のコス ト」と

定義す る。(56)

そ うしたコス トを支払ってもなお都市が維持 され、かつ拡大 してきたのは、都市の生み出す付

加価値がそのコス トを大きく上回っていたか らである。都市には労働力が集中 し、そ こで発生 し

た付加価値が第三次産業を拡大する。産業の集積は生産の効 率性 を上昇させる ことか ら、付加価

値は更 に増加す る。都市住民は就業機会 と利便性 という効用を得 るが、それ らは都市において発

生す る付加価値の大きさが、その基盤 となっている。

しか し人口の減少と高齢化は、都市の生み出す付加価値 を縮小させ る。都市の労働力は縮小 し、

かつ高齢化する。例えば2000年 における東京 圏の労働力人 口は1,775万 人(国 勢調査)で ある

が、2030年 には封鎖人口で1408万 人と20.7%の 減少、推計人口でも1,562万 人 と12.0%減 少

し、全労働者に占める20～54歳 階級の労働者の比率は、75.8%か ら、封鎖 人口で62.9%、 推計

人 口で も67.5%に 低下する(Appendix5参 照)。都市の生産力は労働力人口に依存 し、その労働

生産性は労働力の年齢構造に依存するとすれば、都市の生み出す付加価値は今後確実に、かつ大

幅に縮小する。

伊藤[2003]は 、第三次産業のウェイ トの高ま りによって、付加価値を生み出す工場をサポー

トする という工業社会の都市か ら、付加価値そのものを生み出す存在としての都市に変貌すると

す るが、そ うした付加価値が、情報ネッ トワークの中核で ある都市において増幅 され るとして も、

労働力との関係においては労働生産性向上の一形態 として捉 え られる ものである。第4章 で行っ

た地域経済推計で は、地域毎にそうした近年の情報化 による労働生産性の向上が傾向値 として織

り込まれてお り、伊藤 の指摘によって も、大都市圏では労働者数の減少、労働力の高齢化 によっ

56.森 地[2003]は 、社会資本や建築物さらには都市デザインの老朽化を 「都市の高齢化」とし、それを都市

の世代交代問題であるとする。そ うした都市の再生にかかるコス トもまた、都市 としての機能が維持される

ための 「都市のコス ト」である。



て付加価値が縮小するとした推計結果は変わ らないと考え られる。

都市の生み出す付加価値の縮小によって、社会資本整備 も、財源面か ら縮小せざるを得ない。ま

た民間資本による都市再開発も、基本的には経済成長つま りは付加価値の持続的な拡大を前提 と

しているか ら、やは り縮小せ ざるを得ない。それ らは都市 の存在にかかるコス トを縮小す る機能

を果たしていたのであるか ら、都市のコス トの増加要因となる。したが って人口の減少高齢化は、

都市の生み出す付加価値が都市のコス トを大きく上回るという都市の存立基盤に、重大な変化 を

もた らすのである(こ の場合社会資本等の整備量の縮小は、消極的な意味において都市のコス ト

の減少要因である)。

都市の存在に係るコス トが どの程度増加するかは、主 として今後の人 口密度の動向に依存す る。

人口減少社会においては、都市の人 口についても減少が予想 されるが、基本的には都市の人口の

減少率は総人口の減少率を下回る。都市の年齢別 人口構成はその他の地域に比べて若いのである

か ら、今後20～30年 間についてみれ ば、人口の地域間移動、つ まり都市への人 口集 中傾向を除

いても、都市の人口の減少率は総人 口の減少率を下回る。人 口の減少は 日本全体 としての社会の

維持 コス トを縮小させ る面 もあるが、都市に関 してはその縮小率 は相対的に小さいと考えなけれ

ばならない。

その場合、都市の存在に係るコス トは人口密度の上昇に対 して逓増するとの前提に立てば、都

市のコス トは人 口の減少率 を上回って縮小する可能性がある。しか し都市においては高齢化がよ

り大幅に進展するとすれば、社会福祉施設や高齢者のモ ビリティーを維持するための社会資本 に

対する需要は増加する。他の先進工業国の例をみて も、都市部 は高齢化率が高い。それには高齢

者にとっての利便性のほか、財政の効率性の観点か ら高齢者対策において もスケールメ リッ トを

追求せ ざるを得ず、社会福祉施設が都市に集中する傾向があること等による。高齢者の増加 もま

た都市のコス トなのである。したがって都市のコス トが縮小す る可能性 は基本的 には低 いとみな

ければな らず、都市の生み出す付加価値を収入とし、都市のコス トを支出 とした場合の 「都市の

収支」は人口の減少 と高齢化 によって確実に悪化するのである。

5.5.2 地 域別 にみ た都 市の 収支

今後、都市の収支がどうなるかを各都市について予測することは難 しい。都市のレベルにおけ

る人 口推計においては、都道府県 レベルの人口推計に比べ地域間移動の要素が遥かに大 きく、企

業動態等についての前提 をどう置 くかで結果は大幅 に異なる ことに加え、生産力や労働力の分布

が、多 くの場合都市の範域 とは一致 しないことか らか ら、都市としての付加価値の動向を予測す

ることが困難 だか らである。 したが ってここでは都道府県 レベルの人口推計か ら、都市の収支を

類推することとする。

第30図 は、人 口密度 の低下率を縦軸に、実質県民所得の減少率を横軸 にとり、各地域をプロッ



第30図 各地域における人口密度と実質県民所得の変化(1998年 →2030年)

全地域の平均値(人 口密度-14.5%、 実質県民所得-8.3%)を ゼ ロとし、それとの乖離幅で表示

人口密度、実質県民所得 とも、推計人口と封鎖人口の場合の中間値

データ:実 質県民所得はAppendix4,6参 照、人口密度は藤正人口推計[2002]

トした ものである。人口密度の低下率 は都市のコス トの代理変数であり、 したがって上方に位置

するほ ど、都市のコス トの縮小率が小さいことを表す。実質県民所得は一人当 りではな く地域 と

しての総額であるか ら、いわば都市の生み出す付加価値量であ り、右方 に位置す るほどそ の縮小

率が小さいことを表す。したがって左上方 に位置する地域 における都市ほど、都市の収支が悪化

する可能憧が高いとい うことになる。

その第IV象 限 に位置する地域は、いずれも三大都市圏およびその近郊 の地域である。なかで も

最 も収支が悪化すると予想 されるのは東京 圏における都市で あり、人口密度の低下が極めて小幅

であることか ら都市のコス トが縮小する可能性は低 く、都市の収支は県民所得の減少幅 に見合 う

形で悪化する。加 えて東京圏は高齢化率の上昇幅 も極めて大きいことか ら、収支 の悪化は第30図

か ら類推 され る以上に大きいとも考え られる。

これに対 して福岡県、宮城県等の都市にあっては、コス トが縮小する可能性は低いものの、付

加価値の縮小率が小さい ことか ら、収支の悪化は小幅にとどま り、第I、II象 限に位置す る地域、

および第III象 限であってもy軸 に近い地域の都市においては、収支が改善する可能性も考え られ

る。



では右下方ないし下方に位置する地域の都市ほど、都市の収支の観点か らは望 ましいか という

と、必ず しもそ うとも言えない。第30図 は都道府県 レベルでみているのであるか ら、その人口密

度の減少が大幅な ものである場合には、地域内の都市には極端 に人口が減少するところもあ り得

る。人口の集中によって都市としての機能が生まれ、かつそ こで生み出され る付加価値 によって

都市整備が行われる以上、都市が都市たるためには 一定の人 口が必要なので あって、人 口の集中

が小規模である場合には、都市としての整備を行 うだけの価値があるか否か という別の次元の問

題が発生する。農村地域 に都市的な社会資本整備 を行 うことは過大投資であるとすれば、それ と

同種の問題である。

5.5.3 人口減少高齢社会 における都市整備の方向

人口減少高齢社会における都市整備に当っては、少なくとも二つの方向変化が必要であると考

え られる。一つは都市の効率化投資についての方向変化である。成長経済においては、高層化に

よって土地の利用効率を高め、街路の整備によって時間コス トを短縮する等の都市の効率性向上

のための社会資本整備は、経済の拡大に対応 して、その運動領域 を拡張す るという意味を持って

いた。そのなかで都市の生み出す付加価値 も拡大 してきたのである。

しかし人口が減少 し、経済が縮小する状況にあっては、都市の効率化投資についてはより広い

視野か らの検討が必要となる。その投資が都市としての付加価値 をどれだけ増加 させ、都市のコ

ス トをどれだけ減少させ るのかという視点か らの検討である。効率化投資によって、当該効率化

投資の行われた地区の生産性が上昇 し、さ らにはその都市全体 としての生産性が向上するとして

も、人口と経済が縮小傾向にあるのだか ら、効率化投資は一方で過疎 となる地区を生み出す危険

性 を排除し得ない。

例えばデ トロイ ト市では、企業が効率性 を求めて郊外 に移転 したため、ス ラム化 して安全性が

極端に低下 した都心部の再開発に膨大なコス トを投下 している。 しか しそれはそ のコス トに見合

う付加価値をデ トロイ ト市が生み出しているから可能なのであって、人 口と経済が縮小する 日本

の都市においては、過疎地区がスラム化 したとして も、都市 としてそ うした再開発に要す る付加

価値を生み出せるとは限 らない。その場合、都市のコス トは増加することになるが、効率化投資

に当ってはそ うした効果 も考慮する必要がある。

また新たな投資は資本減耗を拡大する。都市の生み出す付加価値の縮小傾向のなかで、資本減

耗が当該都市の社会資本整備余力を超えた場合には、都市施設の一部は荒廃せ ざるを得ない。し

たがって、都市の収支 を踏 まえた社会資本整備の中長期 的な計画の策定が必要 となるが、同時に

新たな政策手法 も考え られるべきである。

街路の拡幅と交通規制は円滑な人とモノの流れ という政策目的に対 して同様の効果を持つ。ま

た自然環境の悪化、危険の増大 というコス トの増加 に対 して、大型車の規制 は街路の拡幅以上の



効果を持つ。 これ までの社会資本整備において は、経済活動への負荷 を最小限にとどめるという

観点か ら、規制で対応すべき部分について も社会資本整備で対応するとい う傾向が強かった。 し

かし今後は、財政効用の最大化のための社会資本整備 と狭義の行政サー ビスの最適な組合せが、都

市 にお ける効率化投資 において も適用される必要がある。効率化投資によって当該地区に交通が

集中 し、その対策 として道路等の社会資本の拡充が必要になるとすれば、効率化投資は一方で都

市のコス トを増加 させる。規制 という手段 を含め、都市としての効率性を追求することが必要 と

される。

いま一つは、都市的整備についての方向変化で ある。現状 においては、小規模な自治体や農村

地域 における小都市においても、大都市 と同様 の社会資本整備が行われて いる例が多い。国庫補

助制度および地方交付税交付金 によって地域 としての負担が極めて少ないこと、および地域経済

にお ける需要創出の観点か ら大規模な公共投資が求め られる こと等がそ の要因であるが、都市の

収支 という観点か らは明 らかに過大投資で ある。

そ うした現状 に加えて、今後の人口減少 に伴い、人口が激減する地域 も想定 される。同時に現

在の国庫補助金、地方交付税交付金の財源的基盤である三大都市圏の生産力が低下 し、また 日本

経済 としての社会資本整備許容量も縮小する。 したがって今後は、その地域について都市的整備

を行 うことが適切か否かの検討がまず最初に行われる必要がある。

その場合人 口の激減 によって都市 としては消滅する地域 も発生すると思われる。しか し総人口

が減少するのであるか ら、都市の数が減少すること自体はやむを得ないと考え られるべきである。

現在市町村合併が進行中であるが、それ は現時点で都市の収支が黒字の都市のその黒字 をもって、

赤字ないしは赤字 になる可能性の高い都市の赤字 を補填 しようという動きであると考え られるが、

しかし現時点で黒字の都市であって も、人口の減少高齢化はその黒字を縮小 し、あるいは赤字 に

転落させ る可能性がある。合併 の検討に当っては、全体 としての都市収支の将来動向に留意す る

必要があるが、そ もそ も各々の都市が今後 とも都市として存続を目指す ことが適切か否かという

判断がそれに先立って必要とされる。



第6章 結 論

本論文では、戦後の社会資本整備とそ の前提となった諸条件 との因果関係についての分析 を行っ

た上で、マクロ経済、地域経済および社会資本整備 にかかる政治的意思 の視点か ら、今後の人 口

減少高齢化が もた らす社会資本整備の前提条件の変化 と、新たな前提条件の下での社会資本整備

の方向性についての考察 を行った。本研究か ら導かれる結論は以下の通 りである。

(1)マ クロ経済の視点か らの社会資本整備の方向性

第3章 で行 った推計の結果、国民所得の最大化を図る場合には、社会資本整備は、2030年 には

現在(2002年)の47.4%の 水準にまで縮小せ ざるを得ないことが明 らかになった。また同章で

は、経済の成長径路 の変化によって、社会資本整備 の持つ経済の拡張効果は基本的に消滅するこ

とについても論述 した。

社会資本整備許容量の大幅な縮小は、新たな社会資本の整備 にとっての制約となるばか りでな

く、既存の社会資本ス トックの維持す らも困難とする。国民経済計算上で試算すると、2023年 に

は、既存ス トックを維持するために必要 となる更新投資額が社会資本整備許容量を上回る。(57)す

なわち新規投資をゼロとした上で、なお既存ス トックの滅却を放置 しなければならない事態 に陥

るのである。 したがって今後の社会資本整備においては、まず既存ス トックの計画的な廃棄が必

要とされる。そ してそのためには、新規投資を含めた社会資本ス トックの将来像が明確にされて

いなければな らず、経済の縮小とその構造変化を前提とした超長期の社会資本整備計画の必要性

が高まるもの と考え られる。

あわせて意思決定システムの再構築 も必要となる。1980年 代初頭以降、社会資本整備はマクロ

経済政策の主要な政策手段へ と変貌 したが、その経済拡張効果の消滅 によって、公共政策 にお け

る位置付けは再び大きく変化さぜるを得ない。本論文 においては、社会資本整備の政策目標 は必

然的に社会的総効用の最大化に移行するとしたが、社会的効用における価値の基準は家計の選好

のみに基づ くとする厚生経済学の基本的な仮定を受容するとすれば、それは社会資本整備の最適

性の判断を市場ではなく、議会、就中地方議会に委ね ることを意味す る。 したがって上記の社会

資本整備計画 は地方において主体的 に形成されるものでなければな らず、同時に財源の地方への

移譲を含む新たな執行体制の構築が必要 となる。

57.一 般政府純固定資産残高を既存の社会資本ス トックとみなし、その対前年増加額を純公共投資か ら控除

した額をもって更新投資とする。将来の更新投資については、過去における前期末の純固定資産残高と今期

の更新投資との相関関係に基づき算出した。

純公共投資に占める新規投資の比率は、80年代では66.3%、90年 代では73.3%で あったが、現在のス トッ

クを維持するとした場合には、2010年 には42.7%、2020年 には8.1%へ と大幅に低下する。なお滅却 され

ざるを得ない資本ストックは、新規投資をゼロとした場合、2030年 で全体の2.8%と 試算される。



加えて人口減少下の社会資本整備にあっては、その時々のマクロ経済動向 との整合性がよ り強

く求め られる。3.2.2で 指摘 したように、クラウ ドアウ トによる経済の収縮の危険性が飛躍的に高

まるか らである。そ の場合、いかにすれば各年の社会資本整備量 をマクロ的に適切な範囲内にと

どめ得 るか ということであるが、それ については均衡財政による 自動調節作用を貫徹することが、

最 も有効かつ実現可能な方策であると考え られる。社会資本整備の財源 を租税収入に限定するこ

とは、クラウ ドアウ トの危険性を最小限のもの とする。人 口減少経済にお いては公共投資による

景気拡大効果は基本的に消滅するのであるか ら、均衡財政によって公共投資の 目的が社会資本の

整備それ 自体 に限定 され ることは、市場機能による資源配分 の最適性の確保 という観点か らも望

ま しい。

その際、社会資本整備 と狭義の行政サー ビスとの政策的融合による財政効用 の最大化 が、より

一層求め られる こととなるが、そのためには相互補完関係にある社会資本整備 と狭義の行政サー

ビスの権能が同一 の行政組織に存在することが望ましく、行政の構造的再編成 もまた必要 とされ

る。

(2)地 域経済の視点か らの社会資本整備の方向性

人口の減少高齢化 によって、地方地域経済は、労働力の質 という点において、大都市圏経済に

対 し比較優位 に立 つ。第4章 では、その労働力の比較優位性および地方地域における需要の相対

的な拡大が、産業 に分散方向の地域間移動を生じさせるとの前提の下で地域経済推計を行い、今

後地域間の生産力格差、所得格差は大幅 に縮小するとの帰結を得た。しか し現在の移出入比率の

高さと大都市圏への依存度か らみて、地方地域経済が県単位 にお いて自立することは困難であ り、

第5章 において、地方地域経済は水平分業を軸 とした広域経済圏の形成 に向かわ ざるを得ないこ

とを論述 した ところである。

経済の地域間構造はネ ッ トワークとしての社会資本システムの前提条件であ り、地方地域経済

が自立の方向に向かう場合には、大都市圏の生産 力の一層 の向上とその成果の地方地域への均霑

を理念とした現在の産業関連社会資本の整備方向は大きく変化せざるを得ない。特 にネッ トワー

クの基幹 としての道路網については、地方地域間の緊密な経済関係の基盤 を形成す るとの観点か

ら、基本的な見直 しが必要 とされる。あわせて農業 とその関連産業による重層的な産業構造が地

方地域経済の一つの核 とな り得ることか ら、そ のための地理的条件等を満たす地域 にあっては、農

業関連社会資本のよ り効率的な整備 もまた必要になるもの と考えられ る。

他方、大都市圏にあっては、生産力が相対的に低下する一方で、人 口の減少率は小幅にとどま

る。その結果、都市 としての収支が大 きく悪化す ることを第5章 で示 したが、加 えて非就労人口

比率の上昇 もあって、地域経済推計では、財政収支の大幅な悪化が予想される結果 とな った。さ

らに既存社会資本ス トックの集中か ら、更新投資の問題は大都市圏にお いて一層顕著となる。



この点か らも超長期の社会資本整備計画が不可欠であると考えられ るが、加えてそれは民間の

ス トック形成 をも包含 した計画で ある必要がある。民間のス トック形成によって公共が後追い的

な社会資本整備を余儀無くされるケースが多 くみ られるか らであ り、今後大都市にお ける社会資

本整備余力が急速に縮小することか らすれば、民間資本ス トックについては、規制の強化ないし

は社会資本整備 にかかる費用負担等を政策手段 として、その計画的な形成を誘導する必要がある

と思われる。

その場合、社会資本整備および民間のス トック形成によって大都市圏経済 を効率化 し、生産力

の増強 を図るという考 え方については、日本全体 としての資源配分の最適性の視点か らの検証が

必要である。すなわち社会資本 と民間資本が地域的にいかなる配分状態にあるとき、 日本の生産

力、国民所得が最大化するのか という視点である。人 口の高齢化 によって国民貯蓄率は大きく低

下す るものと考え られ、公共、民間を含め投資余力は大幅に縮小する。資源配分が適切であるこ

とが強 く求め られるのである。

大都市圏については、産業 に関連した社会資本ス トックが結果 としてかな り縮小す ることもや

むを得ないと思われる。地域経済推計か らみて、現在 のス トック水準を維持するとした場合には

税負担はかな り上昇せざるを得ないが、そのス トック水準に見合 う労働力が質量 ともに必ず しも

確保 され るとは言えず、過剰投資 となって消費を圧迫 し、家計の生活水準を低下 させる危険性が

あるか らである。

なお大都市圏における財政収支の大幅な悪化は、社会資本整備の執行体制の再構築を誘発する。

現在の中央集権的な執行体制の基盤である地方地域への補助金、地方交付税交付金が大きく縮小

せざるを得ないか らであ り、税源配分にもよるが、社会資本整備における国の役割は基本的には

後退するものと考えられ る。

(3)政 治的意思の視点からの社会資本整備の方向性

人 口の減少高齢化は人々の社会資本 に対する選好 を変化させる。特に非就労人口比率の上昇は、

社会福祉施設をはじめとした市民生活に関連する社会資本への選好を高める。本論文では第2章

において、そ うした国民の選好が政治的意思に発展す る過程における中位年齢の効果に着 目し、中

位年齢の上昇が、現実の社会資本整備において生活 関連社会資本の比率を上昇 させるとの仮説 を

提起 した。1980年 代初頭以降の生活関連社会資本の増大については、この中位年齢の上昇が主要

な要因の一つ となったと思われる。

そ して今後中位年齢は一段 と上昇 し、一般的な退職年齢を超える。社会資本整備は、基本的に

はその対象を退職者に重点化せ ざるを得ないと考え られるが、人口の高齢化 は地域的に一様では

なく、中位年齢の上昇は大都市圏にお いて著 しいほか、東 日本、北 日本ではその上昇幅が相対的

に大きい。また県間でもかな りのば らつきがある。 したがって社会資本整備 にかかる政治的意思



は、今後地域的に多様化の方向 に向か うことが考 えられ、地域整備 に当ってはそ うした点も考慮

する必要がある。

加えて中位年齢の上昇幅が大きいということは、上記の仮説か らすれば、将来の社会資本像 と

現状の社会資本 とがそれだけ大き く乖離 していることを意味す る。社会資本の整備にはかな りの

時間を要することを考慮すれば、上昇幅の大きな地域にあっては、住民の選好の変化 を見通 した

先取 り的な整備姿勢が求め られる。

その場合、スケール ・メ リッ トの視点 もまた必要である。特に大都市圏においては、高齢者を

前提 とした社会資本整備の必要性が急増す る一方で、財政収支の大幅な悪化が予想される。した

がってそ うした社会資本を地理的に集中 して整備することによ り、散在する高齢者の集中を促 し、

公共サー ビスの効率化 を図るという政策方向もまた容認 されてよい と思われ る。

他方、人口の減少高齢化は終身雇用 ・年功賃金制を崩壊 に導 き、その結果、年齢別の賃金曲線

はフラッ ト化す ると考え られる。第5章 にお いて、現在 の傾斜の大きい賃金曲線が人々の持家指

向の基盤の一つであ り、今後 は賃貸住宅への選好が強 まる可能性を論述 した。これ までの社会資

本整備において賃貸住宅の整備が限定的なものにとどまっていたのは、人々に持家指向が強か っ

た ことによるのであ り、今後は住宅 もまた社会資本であるとの認識が必要 になると思われる。第

3章 で、現行制度 の下では年金収支は大幅に悪化するという推計結果 を得たが、人 口の高齢化 に

対 しては、年金 というフローだけでなく、社会 としてのス トックをもって対応することが必要で

あ り、賃貸住宅の整備はその有力な政策手段にな り得るもの と考 えられ る。

(4)今 後の研究課題

本論文では、以下の基本的な前提の下で国民所得及び地域経済の推計 を行 った。

まず国民所得の推計においては、経済成長率は資本装備率および資本の生産性 に関する技術進

歩率 と労働力人口の増減率にのみ依存するとしたが、そ こでは、企業がそ の投資行動において、国

内の投資機会 をよ り強 く選好す ることが暗黙の前提 とされている(投 資の非代替性)。

したがって仮に、労働力の縮小や労働力の高齢化 という状況変化に対 して、生産拠点の海外へ

のシフ トといった企業行動が大幅に増加す る場合には、将来の国民所得は、本論文における推計

値よ りも小さくな る。海外直接投資 にあっては、それ によって生み出され る雇用者所得が被投資

国に帰属す るか らであ り、その場合 は社会資本整備許容量 もまた縮小す ることになる。

現時点では人口減少下の企業行動 については不明な点が多い ことか ら、生産拠点の海外への拡

大につ いては近年の傾向値の範囲内にとどまるものとしたが、人 口の減少高齢化のなかで、現実

に企業行動が どのように変化 し、それが 日本経済 に如何な る影響を及ぼす ことになるのか という

点は、今後の社会資本整備の方向性 を考察す る上で、不可欠の研究課題である と考えている。

また地域経済の推計では、労働力の質的変化に対応 して資本が地域間を自由に移動す るとの仮



定 を設けたが、そ こでは投資利回 りが地域的に無差別であること、および労働市場が完全競争の

状態にあることが前提 とされている。すなわち各企業にとつて、利用可能な労働力の年齢構造は、

当該各企業が立地 した地域における労働力の年齢構造に最終的には一致せざるを得ないのであ り、

そ うした利用可能な労働力の質的変化が資本の地域間移動 をもた らす としたのである。

したがって、例えば企業が労働力の質よ りも情報、取 引機会 といった立地面の優位性を選好 し

た り、あるいは労働者が賃金水準よりも居住地 を選好す るといった行動が一般的なものとなる場

合には、結果は異なった ものとなる。具体的には、三大都市圏、なかで も東京圏における労働生

産性の低下幅が縮小 し、遠隔地方地域での上昇幅が縮小することが考え られる。

本論文 においては、企業および労働者の行動が今後 どのように変化す るかは明 らかでないこと

か ら、企業と労働者 は利潤率、賃金水準によってその行動を決定するという経済学の基本的な枠

組みに立 って推計を行ったが、現実 に企業および労働者の行動が どのように変化するかという点

について もまた、今後の研究課題であると考えている。

また本論文においては、人口の減少高齢化を前提 とした経済理論は未だ存在 しない ことか ら、敢

えて均衡モデル を用いず、最大可能性等 をもとに議論 を進めた。人口減少高齢社会における経済

の均衡経路 は人口増加社会におけるそれとは非対称であると考え られるか らである。

物理学では、閉鎖空間にお いては使用できるエネルギーは有限であ り、したがって 「右肩下が

り」が通常の過程であると考える。これ に対 して、これまでの経済においては、人や資源 といっ

た経済 を動かすエネルギーが事実 として無限 に存在 したのであ り、 したがって経済学は 「右肩上

が り」が通常の過程であると考えてきた。しかし第3章 で指摘 したように、例えば景気循環のメ

カニズムはこれまで とは確実に異なる。経済に生ずる新たなメカニズムの解明には、右肩下が り

をこそ通常の過程 とみなす経済学を必要 としているのであ り、その基礎となる経済原理には物理

学 と相通ずるところがあるとす るのが筆者の考えである。

最後に、本論文では経済構造および人口構造の視点か ら今後 の社会資本整備の方向性を考察 し

たが、社会資本の整備過程は様々なエネルギーが作用す る場であ り、他 にも考慮すべ き前提条件

の変化が存在する。

一つは余暇時間に対する人々の認識の変化である。終身雇用 ・年功賃金制の崩壊によって、人々

は 「働かない自由」を得 る。年功が消滅すれば、「勤続」は所得水準 を決定する要素ではなく、人々

は自己の選好 に応 じて 自由に労働時間、すなわち余暇時間を決定す ることができる。 これまで余

暇時間は、あくまで労働時間の残余に過ぎなかった。しかし今後は余暇時間の残余が労働時間 と

いう逆転 した労働行動が生 まれる可能性がある。人々の余暇時間に対す る意識は変化 し、それは

社会資本 に対する需要構造の変化 となって現れる。

いま一つは環境制約であり、具体的には環境保全施設の老朽化の問題である。人口と経済の縮

小によって、環境に対する負荷それ 自体 は減少する可能性が高い。 しか し環境保全施設は、人口



と経済が極大値 にあった時の状態で、かつ老朽化 して残存する。例 えば下水道延長 は伸び切った

状態で、人 口密度の減少、場合によっては人 口の集積地の点在化 といった状況 を迎える。下水道

施設 を維持更新する一人当りのコス トは上昇 し、社会資本整備にお けるシェアは拡大せざるを得

ないが、仮に資源配分制約等か ら十分な維持更新が果たされない場合には、環境は悪化す る。そ

うした点 も含め、様々なエネルギーの作用する 「社会資本の場」をさらに精緻に解 明することも

また今後の研究課題である。
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Appendix 1 実質国民所得およびその決定要因の実績 と推計値(1999年 以降推計値)

(注)実 績は経済企画庁国民経済計算平成13年 版、総務省統計局労働力調査年報平成13

年版、労働省毎月勤労統計調査平成13年 版に基づき筆者作成、推計値は筆者推計



Appendix 2 一般政府実質純投資およびその決定要因の実績 と推計値(1999年 以降推計値)

(注)実績は経済企画庁国民経済計算平成13年版に基づき筆者作成、推計値は筆者推計



Appendix 3 財政収支および年金収支の実績と推計値(1999年 以降推計値)

(注)実績は経済企画庁国民経済計算平成13年 版に基づき筆者作成、推計値は筆者推計



Appendix 4 都道府県別人口、年齢階層別就業者数の実績 と推計値



(注)単 位 千人、% 実績 は平成12年 国勢調査報告、

人口推計は藤正[2002]、 就業者推計は筆者による。



Appendix 5 都道府県別人口密度、男女別20～54歳 就業者の実績と推計値

(注)単 位 人/km2、 千人、% 実績値は昭和60,平 成7年 国勢調査報告、

人口推計は藤正[2002]、 就業者推計は筆者 による。



Appendix 6 都道府県別労働生産性、一人 当 り県民所得の実績 と推計値

(注)千 円、% 実績値は経済企画庁県民経済計算平成13年 版、昭和55,平 成7年 国勢調査報

告に基づき筆者作成、推計値は筆者推計。人口推計は藤正[2002]に よる。



Appendix 7 地域別人口、生産年齢人口比率、中位年齢



(注)千 人 、% 総 理 府:日 本統 計 年 鑑,昭27,32,37,42,47,52年 版 、 昭 和55,60,

平 成2,7,12年 国 勢 調 査 報 告 、 中 位 年 齢 は 筆 者 の 推 定 計 算 結 果 に よ る。


